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く外れた事である。2010 年から予測需要よりも実際の需要が 500 万 kW 以上上回り、需給
不安が始まった。2012 年には最大電力需要を 6,712 万 kW と予測したが、実際の需要は




1970 年代は軽工業が中心であったが、1980 年代には重化学工業へと変わり、1990 年代に
は重化学工業の中でも特に機械、電子などの先端産業がその中心となっていった。このよう
に韓国の経済を牽引してきた産業部門は、産業立地政策により原価より安い料金で電力が




済成長と電力需要の因果性を分析した Oh and Lee（2004）によれば、1970 年から 1999 年
までの年次データを用いた研究は、エネルギーと経済成長の間に長期的な双方向の因果関
係が存在し、エネルギーから経済成長へと向かう短期の単一方向の因果性を示している。ま




























本稿ではこれらの問題点を解決するため、第 1 章から第 5 章までの構成で述べていく。















































第 1 節においては 1880 年代から 1930 年、第 2 節では 1930 年から 1945 年まで、第 3






























                                                   
(1) 高宗は李氏朝鮮の第 26 代国王（1863 年 12 月 13 日～1897 年 10 月 12 日）、後に大韓帝国




















イギリス人の医者 Benjamin Hobson（1810 年～1873 年）の著書を漢訳したもので、1854
年に上海で発行された。第 1 巻は、地気論、熱論、水質論、光論、電気論で構成されており、



















皇帝は、1882 年 5 月 22 日にアメリカと韓米通商協定







                                                   





(6) 1884 年 12 月に守旧派を追い出して開化政権に変えようと、開化派が起こしたクーデター。 























事業が始まったのは、11 年後の 1898 年のことで、アメリカ人のヘンリー・コールブラン


































                                                   
チコフ（Pavel Jablochkoff）によって改良されたアーク灯が商業的に利用され始めた。そし
て、これを供給する会社が登場した。しかし、アーク灯は寿命が短く経費が高いなど家庭用
には不適合なものだった。1878 年、エジソン（Thomas  Alva Edison）はエジソン電灯会
社を設立して本格的に電灯の開発に着手し、炭素フィラメントを改良して各種の計量機、電
線、照明器具などを発明し、1882 年ニューヨークに中央発電所を建設し、配線システムに
よって大規模な電力の供給をすることに成功した。Thomas P. Hughes（1983）, “Networks 
of power : Electrification in Western Society, 1880-1930”,Baltimore : Johns Hopkins 
























































を最初に電気鉄道が通るようになった(12)。電車の利用客は増えていき、1904 年の 1 日の平
均利用客は 1 万 1,442 人だったが、1905 年には 1 万 2,963 人、1906 年には 1 万 3,714 人、































                                                   











電気会社の設立」『電気設備』No.30（4）70 頁～71 頁を参照。 


















































                                                   









(18) 韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、32 頁。 
(19) 堀和生（1984）「植民地朝鮮の電力業と統制政策」『日本史研究』、4 頁。 


















支店（1911 年 4 月 4 日）、鎭海
チ ン ヘ
支店（1912 年 7 月 1 日）を設立し、また、仁川
インチョン
電
気（1912 年 6 月 11 日）、水原
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電気（1928 年 10 月 2 日）、春 川
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(21) 日本は、すでに「水主火従」が定着していて、1920 年には水力発電が 60％に至った。 
 
(22) 京城電気株式会社の発電設備においては、韓美電気会社を買収した後、1903 年に国内最初
にソウル特別市の龍山に発電所を設置し、250kW 発電機 2 台で出発した。この龍山発電所
は、1938 年に閉鎖される時までソウルに電力を供給しながら国内の電力事業の極めて重要な





発電所の第 1 号機（スイス製 10,000kW）を竣工し、1935 年 10 月 31





































































                                                   


















その中で朝鮮電気協会は、1923 年 1 月、朝鮮の電気事業に関する根本方策の調査確立の
ため、「朝鮮電気事業調査会」を設置し、電気事業調査委員会規定を制定した(30)。 







  ②低廉な電気の確保という目的の上で、大規模な水力電源を開発し、それを全朝鮮に 
送電線を通じ供給する。 















『郷土ソウル』第 86 号、211 頁～214 頁を参照。 
 
(29) 同上書、43 頁。 
 
(30) 小林英夫・李光宰（2011）『朝鮮・韓国工業化と電力事業』つげ書房新社、44 頁。 
(31) 堀和生（1984）「植民地朝鮮の電力業と統制政策」『日本史研究』（265）6 頁。 
(32) 小林英夫・李光宰（2011）『朝鮮・韓国工業化と電力事業』つげ書房新社、46 頁。 








































































源に対する調査が不可欠であった。朝鮮総督府は 1911 年から 1914 年までの 3 年間、朝鮮
半島内の発電水力調査を実施した。第 1 次水力調査の結果では、80 の地点の合計が
57,000kW で、朝鮮半島には水力資源がないと報告された。これは開発方式に当時日本の唯
                                                   





その後 1922 年から 1929 年までの 8 年間、第 2 次水力調査が行われた。表 1-1 は、第 2
次水力調査の地点表である。この調査表によれば、147 個の地点の発電量の合計が







(36)は地点数が 41 個で発電量は 1,235,222kW と発
電力の規模が最も大きかった。漢江の地点数 39 個の発電量 416,150kW と比べてみても地
点数はほぼ同じだが、その発電量は 3 倍近くになることがわかった。 
 



















鴨緑江 41 1,235,222 漢江 39 416,150 豆満江 15 230,425 
清川江 3 1,927 長津江 1 1,156 朱乙温泉 4 6,621 
大同江 10 177,159 龍興江 6 23,370 北大川 2 4,292 
漁郎江 6 19,056 錦江 5 38,423 北靑南大川 1 1,041 
吉州南大川 1 3,552 蟾津江 2 11,158 安邊大川 2 1,168 
臨漁江 1 938 洛東江 8 56,943 合計 147 2,228,199 




1920 年末から 1930 年初めまで水力発電事業に出願する日本の資本家が続出した。この第






























 第 3 次水力調査は、1936 年から 1939 年まで行われた。巨大なダム築造技術の影響をう
け、第 2 次水力調査の 3 倍以上の水力資源を把握するようになった(37)。 
1920 年から 1931 年の電気事業の特徴の 1 つは、民間企業から始まった大規模な発電水





発電所の水力発電の開発権を取得し、発電所を建設した。1929 年 11 月に、4 基
の内の 2 基（48,000kW）の試験運行に成功し、続いて 1932 年 12 月に、全体工事を竣工
し、稼働を開始した。その総発電容量は 4 基の発電所を合わせて 200,700kW となった。 












































































         表 1-2 長津江水電（朝鮮水力）の供給電力量  （単位：100 万 kWh） 
需要者 1936年 1937年 1938年 1939年 1940年 1941年 
日本窒素 590 1,087 1,158 1,610 1,563 1,834 
電気事業者 114 197 405 602 771 926 
一般大口需要 11 30 62 133 242 322 
合計 715 1,314 1,625 2,345 2,576 3,082 
出所：堀和生（1984）「植民地朝鮮の電力業と統制政策」『日本史研究会』（265）、19 頁。 
 





へ供給した電力量である。1936 年には 590 百万 kWh であったが、翌年には 1,087 百万
kWh と 2 倍近くに増加する。その増加率は続いて 1939 年は 1,610 百万 kWh、1940 年は





～1945 年）まで行われた。電力統制政策が公開された 1936 年から 1945 年までの 10 年間












日本統治時代の前期（1910 年～1919 年）から中期（1920 年～1931 年）までの電気事業
の形態には、大きな変化は見られなかった。当時、朝鮮総督府は、豊富かつ低廉な電力を生
                                                   











朝鮮総督府は電力事業の統制方針を実現するため、1932 年 2 月 17 日制令第 1 号として










まず、発電部門については、1945 年の全国の発電設備容量は 172 万 2,653kW であり、
その内、水力が 158 万 6,153kW、火力が 13 万 6,500kWであった(46)。その内、韓国の発電
設備は水力が 6 万 2,282kW、火力が 13 万 6,500kW で全国の設備の 12.4％に過ぎなかった
(47)。 
表 1-3 は、1944 年 4 月から 1945 年 3 月 31 日までの南北韓の発電所別の発電量実績であ
る。全国の発電電力量は 8,626,821,212kWh であり、その内、水力発電が 8,474,891,212kWh
で 98％以上の割合を占めていることがわかる。これにより、主な発電電源は水力発電であ
るといえる。 
                                                   
(43) 小林英夫・李光宰（2011）『朝鮮・韓国工業化と電力事業』柘植書房新社、62 頁。 
 
(44) 同上書、6 頁。 
 
(45) 韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、85 頁を参照。 
 
(46) 同上書、95 頁を参照。 
(47) 同上書、96 頁を参照。 
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北朝鮮 長津江系 1,720,775,000 196,458 20.00 
 虚川江系 1,906,893,000 217,682 22.00 
 赴戦江系 704,885,000 80,466 8.00 
 富寧系 80,048,000 9,137 1.00 
 華川系 149,817,000 17,102 2.00 
 金剛山系 76,874,132 8,775 1.00 
 鴨緑江系 3,614,919,000 412,662 42.00 
 小計 8,254,211,132 942,282 96.00 
韓国     
 淸平水力発電所 164,635,000 18,793 1.80 
 蟾津江水力発電所 34,565,000 3,945 0.40 
 雲岩水力発電所 14,050,000 1,603 0.20 
 寶城江水力発電所 7,230,000 836 0.08 
 寧越火力発電所 151,930,000 17,343 1.60 
 唐人里火力発電所 ― ― ― 
 釜山火力発電所 ― ―  
 小計 372,410,000 42,520 4.00 
     
全国 合計 8,626,621,132 984,796 100.00 
 水力 8,474,891,212 967,453 98.00 
 火力 1,519,300,000 17,343 2.00 
出所：韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、96 頁。 
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表 1-3 をみてわかるように、1944 年 4 月から 1945 年 3 月 31 日の間の火力発電は、韓国
だけで発電電力量は 151,930,000kWh で、北朝鮮の発電電源はほとんど水力発電であるこ
ともわかった。北朝鮮と韓国の水力発電量の割合は、北朝鮮が 8,254,411,132kWh で、韓国










































1937 年 1 月、平壌
ピョンヤン
～ソウル特別市間 154kV 送電線路が完成するようになる。 





















                                                   
(48) 堀和生（1984）「植民地朝鮮の電力業と統制政策」『日本史研究会』（265）、8 頁。 
 








は、1943 年 7 月 31 日にソウル特別市で創立され、取締役として野口遵が任命された。 




























































電気株式会社、1939 年 3 月には春 川
チュンチョン













































                                                   
(51) 李
イ
















この売買交渉は急速に進められ、1912 年 6 月 11 日に売買契約が締結された。韓国電力公社
































































































別の電力需要量をみると、化学工業は 1934 年の電力需要量が 1,021,441kWh で、他の業種
の電力需要量と比較して圧倒的に多いことがわかる。 1934 年の電力需要量は
2,266,228kWh、1942 年は 3,272,843kWh となっている。その割合は、1934 年 89％、1938
年 82％、1942 年 70％で化学工業に電力需要が集中しているといえる。 
圧倒的に電力を多く使用している日本の企業である日窒は、電力料金に関しては驚くほど
安い電力料金を支払っていた。表 1-5 は、1942 年度基準の韓日間の電力料金を比較したも
のであるが、韓国・北朝鮮の平均単価をみると、一番安い順に肥料工業 0.53 銭、化学工業
0.62 銭、カーバイド 0.85 銭、軽金属 0.94 銭、金属工業 0.96 銭、その他金属 1.55 銭となっ
ている。一番高い平均単価であるその他金属 1.55 銭と一番安い平均単価である肥料工業
                                                   
(53) 堀和生（1984）「植民地朝鮮の電力業と統制政策」『日本史研究会』（265）、11 頁。 
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表 1-4  業種別電力需要量 
需要業種 










化学工業 174,485 1,021,441 370,122 2,266,228 522,661 3,272,843 
鉱業 12,688 32,068 60,892 216,635 112,180 468,062 
食料品工業 20,627 26,158 40,714 60,312 72,247 88,652 
金属工業 3,233 9,558 24,280 66,395 138,314 390,293 
機械工業 3,604 6,512 8,293 15,010 29,689 50,758 
製材工業 2,900 4,234 6,741 7,442 19,012 16,076 
農水工業 4,464 3,137 5,988 5,419 9,356 13,494 
紡績工業 1,817 2,555 12,605 48,850 26,589 62,976 
窯業 1,899 2,480 6,196 15,557 17,556 60,157 
その他 21,671 40,413 38,959 58,299 63,945 228,087 






      表 1-5 電力料金の韓日間の比較（1942 年末基準）     （単位：銭） 
業種別 
平均単価 最低および最高契約料金 
韓国・北朝鮮 日本 韓国・北朝鮮 日本 
大量電力 
金属工業 0.96 1.53   
鉄鋼 1.17 1.83 0.50～1.20 0.85～2.55 
軽金属 0.94 1.03 0.50～1.10 0.58～1.65 
その他金属 1.55 1.83 1.55  
化学工業 0.62 1.18   
カーバイド 0.85 0.90 0.75～1.30 0.45～1.25 
肥料工業 0.53 1.10 0.53 1.13～2.00 
その他化学工業 1.09 1.43 1.00～1.20 0.70～2.40 
 
一般電力 
定額電灯 ソウル 50 東京 45 全国 50～85 全国 45～65 
従量電灯 13 14.3 13～22 13.7～15.3 
小口動力 4 6 4～6 5.4～8.4 
特約電力 2.04 2.16 ― ― 

























第3節 1945 年から 1990 年まで 
 




会社にアメリカ人顧問官を派遣、駐在させ（1945 年 10 月）、また韓国人を各電気会社の取
締役社長として任命し、電気事業体の管理体制を整備した(54)。 
そして、アメリカ軍政庁は、1945 年 11 月 2 日に「法律諸命令の存続に関する命令」を発





                                                   
































中 区 9 80 6 3,827 2,832 995 50 
種 路 10 30 4 834 770 64 40 
東大門 10 11 2 1,139 77 1,062 15 
西大門 10 ― ― 1,109 ― 1,109 ― 
城 東 8 35 5 5,386 244 5,142 35 
麻 浦 13 27 6 1,130 249 881 25 
龍 山 9 50 4 22,750 3,750 19,000 49 
永登浦 12 10 4 14,470 3,515 10,955 15 
合 計 81 243 31 50,645 11,437 39,208 229 
平 均 ― 30 4 ― 22.6％ 77.4％ 28.6％ 
出所：韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、118 頁。 
 
                                                   
(56) 小林英夫・李光宰（2011）『朝鮮・韓国工業化と電力事業』つげ書房新社、181 頁。 
 




このような対策にも関わらず、1948 年 5 月 14 日に断電(58)が実際に起こった。北朝鮮側
にほとんどが建設されていた水力発電所からの断電は、韓国の産業に甚大な影響を及ぼし
たに違いない。所要電力量に対する不足電力量が 77.4％になり、ソウル特別市内の工場で
は、生産稼働率が平均 28.6％にまで落ち込んだ（表 1-6）。 
したがって、「電力非常委員会」は新たな対策として、 
①断電前後の家庭用 60W電球の使用禁止 














以上が北朝鮮にあり、韓国には 1 つの発電会社と 2 つの配電会社しかなかったため、深刻
な電力難に陥ってしまったのである。 
この問題を解決するため、1954年にアメリカのFOA（Foreign Operation Administration, 
海外作戦局）の援助資金を受け、100,000kW の火力発電所の建設が決定された(61)。それに
                                                   
(58) 解放当時の全国の発電設備は、水力 1,586,153kW、火力 136,500kW で合計 1,722,653kW で
あり、この内、南韓（現在の韓国）の発電設備は、水力 62,240kW、火力 136,500kW で全体




(59) 小林英夫・李光宰（2011）『朝鮮・韓国工業化と電力事業』つげ書房新社、184 頁。 
 
(60) 同上書、184 頁。 
 

















































の政権（1948 年 7 月 24 日～
                                                   
(62) 小林英夫・李光宰（2011）『朝鮮・韓国工業化と電力事業』つげ書房新社、256 頁。 
 
(63) 韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、171 頁を参照。 
 
(64) 小林英夫・李光宰（2011）『朝鮮・韓国工業化と電力事業』つげ書房新社、257 頁。 
 




ると低い状況であった。韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、201 頁。 
 
(67) 同上書、197 頁～201 頁。 
 










の政権（1960 年 8 月 12 日～1962 年 3 月 22 日）の国務会議（1960 年 11 月）の時
にも、再び取り上げられるが、5・16 軍事革命(69)により、再び中断されたのである。 
5・16 軍事革命により中断された電気会社 3 社の統合の議論は、1961 年 6 月 8 日に、商
工部に電気 3 社の統合設立準備委員会が設立されることにより、ついに 3 社統合の達成と
いう成果を上げる。それが、1961年 7月 1日に創立された韓国電力株式会社（Korea Electric 
Company、以下 KECO）である。KECO は、1982 年 1 月 1 日に国有化され、韓国電力公
社（Korea Electric Power Corporation、以下 KEPCO）(70)となった。 
1962 年の経済開発計画以降、本格的な経済成長が始まったが、電力需要も経済成長率を
上回る勢いで増加していった。韓国の経済開発 5 ヵ年計画(71)に合わせ、本格的な電源開発
が推進された。「第 1 次電源開発 5 ヵ年計画」（1962 年～1966 年）の具体的な内容は、電
力・石炭のエネルギー源を確保し、基幹産業を拡充すること、社会間接資本を充実させて経
済開発を図ることであった。供給設備の目標は、60 万 7,000kW であったが、実際には、43
万 2,100kWの供給力を増加した(72)。 
「第 2 次電源開発 5 ヵ年計画」（1967 年～1971 年）では、食糧支給化と林業、化学・鉄
鋼・機械工業の拡充による産業の高度化、7 億ドルの輸出、雇用拡大、国民所得増大、科学
技術の振興、技術水準と生産性の向上を目標とされた。最大需要が 177 万 7,000kW であっ
たが、予備電力が 64 万 1,000kW 確保できた。これは発電設備の増設によるものであると
いえる(73)。 
                                                   






(71) 5.16 軍事革命の後、1962 年 1 月 13 日「第 1 次経済開発 5 ヵ年計画」が発表され、その後 
1997 年までに 5 回の「経済開発の 5 ヵ年計画」が発表された。主な目的は、国の経済の発展
であった。 
 
(72) 韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、218 頁。 
 





重化学工業化を推進し、安定的な均衡を維持した「第 3 次電源開発 5 ヵ年計画」（1972 年
～1976 年）は、「第 2 次電源開発 5 ヵ年計画」の延長線上にあった。 
「第 4 次電源開発 5 ヵ年計画」（1977 年～1981 年）では、自力成長の構造を確立と、社
会開発と技術革新による能率の向上が目標とされ、多数基の大容量の原子力・火力発電所な




「第 5 次経済開発 5 ヵ年計画」の電源開発事業では、発電設備が 1986 年に総設備容量
1,806 万 83kW を確保し、過度の剰余電力をもたらした。経済開発 5 ヵ年計画に従って、電







1967 年から 1968 年の間に民間電力会社が相次いで出現するようになった。群山火力発
電所の竣工の遅延と共に 1967 年の深刻な日照りで、湖南地方の七寶、雲岩、寶城江発電所
などが年初から運休するようになり、さらなる日照りなどにより、漢江系水力発電所も発電
制限が行われた。反面、電力の需要は、第 1 次経済開発 5 カ年計画遂行の成功と、第 2 次
経済開発 5 カ年計画の順調な進捗により急増した。そのため、1967 年 6 月下旬、第 1 次送
電制限措置が実施されるようになり、同じ年の 9 月からは送電制限の長期化、慢性化が予
見されるなど電力需給の状況は深刻な様相を呈していた。 
このような厳しい状況の克服に向けて、1967 年 8 月、6 万 kW のガスタービンが緊急導
入、稼働された一方、火力発電所のオーバーホール工事も停止状態のまま、全発電能力が最
大稼働されるまでに至った。また、政府の方針にしたがって自家発電機の免税導入と共に補
                                                   
(74) 韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、248 頁。 
 






考え、1967 年 12 月 13 日、民間の電力会社の建設を積極的に支援するという方針を公表す
るようになる。  
 政府は、1967 年 12 月、セメント業界が中心になって建設した東海電力株式会社(76)に対
して電気事業法による事業許可を事前認可し、まず会社を発足させる一方、1968 年 2 月 20
日に発電事業部門に限り、事業許可を与えた。これにより、東海電力株式会社は 20 万 kW




同じごろ、経済科学審議会議は、1967 年下半期以降の電力需要を再検討し、第 2 次経済













電源開発事業に民間企業が参与した後、いろいろな問題が提起された。第 1 に、1968 年
の電力需要の想定時に比べ、その需要が著しく鈍化したことである。需要の鈍化による予備
率は国際適正率（14～20％）をはるかに上回るようになり、1972 年度には予備率が 49.4％


















































                                                   
(77) 韓国電力公社（1981）『韓国電力 20 年史』、1392 頁。 
 
(78) 同上書、1392 頁～1393 頁。 
 



































世界の流れに従い、韓国の政府は 1995 年 11 月に「民間資本発電事業・基本計画」を発
表した。この計画に従い、2001 年 6 月から KEPCO に売電する独立系発電事業者（IPP: 
Independent Power Producer、以下 IPP）(80)が発電部門への参入を開始した。 
また、1997 年にはアジア通貨危機が発生し、韓国も 1998 年に経済危機に陥ったが、1998
年 2 月には、アジア通貨危機を克服するため、金融、企業、公共部門、労働の 4 部門を対象
に構造改革を進めた。電力部門についても KEPCO の分割・民営化が検討されることにな
った。 
韓国政府は KEPCO の株の 49 パーセントを、民間資本の導入を目的として、一般向けに
売却することを決定した。政府はなお KEPCO 総株数の 51 パーセントを保有している。ま
た新規投資のごく一部は、KEPCO との長期電力購買契約のもとで、独立した発電所の形で
民間の発電会社に割り当てられた。 
その結果、2001 年 4 月に KEPCO は電力構造改編を行った。構造改編では、発送配電部
門が分割され、卸電力市場が創設される形となった。まず KEPCO の発電部門は 6 社に分
割された。具体的には、水力・原子力発電会社（Korea Hydro & Nuclear Power Co.：KHNP）
1 社と火力発電所 5 社であり、火力発電所の 5 社は、南東発電会社（KOSEP: Korea South-
East Power Co.）、中部発電会社（KOMIPO: Korea Midland Power Co.）、東西発電会社
（KEWESPO: Korea East-West Power CO.）、西部発電会社（KOWEPCO: Korea West 
Power Co.）、南部発電会社（KOSPO: Korea Southern Power Co.）である。 
また、同じ日に電力の取引を担当する韓国電力取引所（KPX: Korea Power Exchange、
以下 KPX(81)）も設置された。これは民間資本の投資を誘導すると共に、電力自由化による
電力事業者の競争によるサービス向上や消費者の選択肢の増加をもたらすための一歩であ
った。   
                                                   
(80) 独立系発電事業者（IPP: Independent Power Producer）：2001 年 6 月に LG グループの発
電所が運開して以来、POSCO グループや Hanwha グループなどが相次いで発電部門に参入















となり、2004 年 6 月、配電部門の分割および小売市場の創設が中止された。 
最初の改革案は 3 段階から成っていた。第 1 段階は、競争卸売市場の構築を開始するた
めに KEPCO の発電部門を売却すること、第 2 段階は、卸売市場を完成させるために
KEPCO の配電部門を売却すること、第 3 段階は競争小売市場の構築をすることであった。















定のため、2 年ごとに電力需給基本計画を樹立している。その計画は第 1 次から第 6 次まで
                                                   
(82) 第 1 次電力需給基本計画（2002 年～2015 年）は 2002 年 8 月 17 日、第 2 次電力需給基本
計画（2004 年～2017 年）は 2004 年 12 月 29 日、第 3 次電力需給基本計画（2006 年～2020
年）は 2006 年 12 月 12 日、第 4 次電力需給基本計画（2008 年～2022 年）は 2008 年 12 月
29 日、第 5 次電力需給基本計画（2010 年～2024 年）は 2010 年 12 月 29 日、第 6 次電力需














測誤差率をみると 8.6％であり、2010 年、2011 年、2012 年は予測誤差率が 10％を上回っ

















                                                   




















































2003 47,385 48,124 1.6 ― ― ― ― ― ― ― ― 
2004 51,264 50,193 2.1 ― ― ― ― ― ― ― ― 
2005 54,631 51,859 5.1 52,936 3.1 ― ― ― ― ― ― 
2006 58,994 53,743 8.9 54,618 7.4 ― ― ― ― ― ― 
2007 62,285 55,457 11 56,260 9.7 59,678 4.2 ― ― ― ― 
2008 62,794 57,124 9 57,847 7.9 61,382 2.2 ― ― ― ― 
2009 63,212 58,933 6.8 59,278 6.2 62,987 0.4 67,226 6.4 ― ― 
2010 69,886 60,624 13.3 60,643 13.2 64,605 7.6 69,455 0.6 ― ― 
2011 72,194 62,197 13.8 61,928 14.2 65,944 8.7 71,324 1.2 72,620 0.6 
2012 74,291 63,732 14.2 63,148 15 67,120 9.7 72,958 1.8 74,414 0.2 

































































                                                   
(84) 高橋洋（2011）『電力自由化』日本経済新聞出版社、73 頁～75 頁 に詳しい。 
 




























                                                   
(86) 伊藤穣（2012）「電力自由化の効果と諸外国の動向―イギリス、アメリカ、北欧モデルの考





(88) 橘川武郎（2004）『日本電力業発展のダイナミズム』名古屋大学出版会、536 頁。 
 






















第 3 に、機能分離（legal unbundling）類型である。これは系統運用の中立性・公平性を
確保するため、発電・送電部門の情報を遮断する。すなわち送電系統の運用の投資を行う主
体が、発電その他部門から法的に独立した事業主体となる。 





（bilateral trading model）が挙げられる。プール・モデルの代表例としてはアメリカの PJM
                                                   

























                                                   




(92) 矢島正之（2004）『電力改革再考』東洋経済新報社、1 頁～2 頁。 
 
(93) ISO は、発電時間帯直前に電力を調達するため、リアルタイム市場を持っている。 
 





力市場）国、NETA（New Electricity Trading Arrangements、新電力取引制度、以下NETA(95)）
以降のイギリスであり、強制プール(96)の運用方式を選んだ国はオーストラリア、NETA 以
前のイギリスであった。これを管理するため、ノーダル・プライス（Nodal Pricing）(97)の

























(97) Nodal Pricing とは、地点ごとに設定されたエネルギーや送電サービスの価格。 
 









表 2-1  主要国の電力産業の構造改編の共通点と相違点（2008 年基準） 



























































強制プール（Compulsory）（1989）(100)から NETA(101)（2001）へ、そして BETTA（British 
Electricity Trading and Transmission）(102)（2005）などへと進化していった。最近では、
電力設備の老朽化による予備力不足に直面し、インセンティブを提供するために、長期差額


























(104) 金南一・李ソンキュウ「最近の主要国の電力産業の構造改編の動向と示唆点」『World Energy 





























ら始まり、FERC（Federal Energy Regulatory Commission、連邦エネルギー規制委員会、
                                                   
(106) アメリカにおける電力自由化のきっかけとなったのが、公益事業規制政策法（PURPA: 
Public Utilities Regulatory Policies Act）の成立である。この法律は、石油依存度の低減と省
エネルギーを目的とし、風力発電などの小規模電源のうち、一定の条件を満たすものを適格認








以下 FERC）により推進された。FERC は、1996 年 4 月にオーダー888・889 を決定し、
アメリカの電力規制を本格的に緩和するようになった。その後、ISO(107)を進めるため、1999





























































                                                   




が、PX での取引義務を課したことで、大部分の電力取引が PX を通じて実行される状態とな
った。 
 
(114) 八田達夫（2004）、「電力競争市場の基本構造」独立行政法人経済産業研究所、04-J-029、  



















































まるという Baumol 等が提唱するコンテスタブル・マーケット理論（Contestable Market 
Theory）は電力自由化をするための一つの対策となるかもしれない。 





                                                   
(117) 井堀利宏（1996）『公共経済の理論』有斐閣、40 頁。 
 
(118) 完全競争企業の場合は費用を最小化するが、独占企業の場合は費用を最小化する必要がな







(120) W.J. Baumol, J.C. Panzar, & R.D. Willig（1988）,“Contestable Markets and the 















ト最適(𝑃 = 𝐴𝐶 = 𝑀𝐶)(124)を意味する。複数財の場合、財間の内部相互補助は不可能であり、











(122) 生産物 1 単位当たりの費用で、総費用を生産数量で除したものである。 
 





























電力産業では範囲の経済（economies of scope）と規模の経済（economies of scale）が存
在していると言われている。範囲の経済では、異なる製品を複数企業で生産するより、一つ
の企業で生産した方が費用を削減することができる。範囲の経済は、種類の異なる財𝑥𝑖に関





                                                   
(127) W.J. Baumol, J.C. Panzar, & R.D. Willig（1988）, Contestable Markets and the Theory 

















経済では、数量の異なる等質財𝑥𝑖に関して、費用関数 𝐶(𝑥1 + 𝑥2) < 𝐶(𝑥1) + 𝐶(𝑥2)で表す。
規模の経済が働いているというのは、平均費用𝐴𝐶(𝑥)が右下がりになる 𝑥∗ までの部分では、
生産量が増加することにより、平均費用が低くなるということを意味する。すなわち、規模
を大きくすれば 1 単位当たりの費用が安くなる。一方、生産量が𝑥∗ を超えて平均費用𝐴𝐶(𝑥) 
が右上がりになる部分では、規模の不経済が働いているという。生産量が増加すると平均費
用が高くなる。すなわち、規模を大きくするほど 1 単位当たりの費用が高くなる（図 2-1）。 
 
















                                                   
(130) Kaserman & Mayo（1991）は垂直統合された会社が分離された会社より平均的に 12％程
度、費用が減少されたと発表した。Kwota（1996）が 543 個の電力会社を対象に行った。研
究でも 27%程度費用が節減されたという。『発電市場の長期展望と民子発電の効率的推進法



































(133) 小田切宏之（2001）『新しい産業組織論』有斐閣、83 頁。 
 








0   𝑥m  𝑥𝛼 生産量 𝑥 
ブルであれば、自然独占市場でも価格の規制の必要もなくラムゼイ最適が達成されるので
ある。 












生産量 𝑥 のときの総費用が 𝐶(𝑥) として、𝑥1 + 𝑥2 = 𝑥 となる。また、𝐶(𝑥1) + 𝐶(𝑥2) >
𝐶(𝑥)が成立する場合を自然独占であるという。このとき平均費用曲線 (𝐴𝐶) は右下がりで
ある。図 2-2 をみると平均費用曲線が右下がりになっている。規模の経済が存在するため、
平均費用 (𝐴𝐶) は限界費用 (𝑀𝐶) を上回ることを示している。もし、企業が限界費用 (𝑀𝐶) 
に等しい 𝐹点を価格として設定したとすれば 𝑃 < 𝐴𝐶 となってしまい、企業は赤字となり、
企業は退出した方が有利となる。 
参入障壁がなく事業への参入がコンテスタブル・マーケットとなった場合は、生産量 𝑥𝛼


























































エネルギーを輸入していた。2014 年の電源構成は、火力 65.7％、原子力 30.0％、水力 1.5％、
再生エネルギーが 2.8％となっている。図 3-1 は、2014 年の韓国のエネルギー輸入と国内
供給の現状である。まず、韓国の 2014 年度のエネルギー輸入は 1,741.4 億ドルである。そ
の内、中東からの原油の輸入が 927.5 百万 bbl でそのほとんどを占めており、84.0％（サウ
ジアラビア 31.5％、UAE11.7％、クウェート 14.7％、その他 26.1％）という高い割合を示




ンの輸入となるが、ロシア、カナダから 721.1ton U を輸入している。国内での生産も僅か
に存在するが、水力・再生エネルギー（4.5％）と無煙炭を合わせて 4.8％に過ぎない。 
 次に、1 次エネルギーの供給は 282.9 百万 toe で、電源構成は割合が大きい順に、石油
37.0％、有煙炭 27.9％、LNG16.9％、原子力 11.7％、水力・再生エネルギー4.5％、無煙炭
2.0％となる。この電源による電力発電量は 5,219.7 億 kWh で、使われた電源の割合が大き




商業 38.2％、公共 5.9％、輸送 0.4％となっており、産業部門の割合がかなり高いことがわ
かる。エネルギーの需給の細かい内容については後述する。 








②アジア 9.6％ ③アフリカ 2.7% 
LNG （37.1 百万 ton） 
カタール、オーマン、 
インドネシア 
有煙炭（117.9 百万 ton） 
   オーストラリア、中国 
インドネシア 
原子力（721.1ton U）ウラン 
     ロシア・カナダ 




















5,219.7 億 kWh 
 
有煙炭  38.0％ 
原子力  30.0％ 
LNG    22.0％ 
石油   4.8％ 
水力    1.5％ 










公共   5.9％ 






つある。総電力消費量は 2014 年が 477,592GWh で、2003 年の 293,599GWh と比べ 61.5％
増加し、負荷率は 76.3％である。表 3-1 は用途別の電力消費量の推移を表す。2014 年の産
業部門の消費量は 264,618GWh であり、2000 年の 132,260GWh と比べると、2 倍近くに
上昇していることがわかる。2014.年の総電力消費量における場合は、家庭部門は 13.1％、
業務部門は 31.5％、産業部門は 55.4％であり、産業部門が全体の半分以上を占めている。 
 
表 3-1 用途別の電力消費量の推移 
年度 












2000 37,102 15.5％ 70,173 29.3％ 132,260 55.2％ 239,535 
2005 50,873 15.3％ 114,727 34.5％ 166,813 50.2％ 332,413 
2006 52,522 15.1％ 121,536 34.9％ 174,661 50.1％ 348,719 
2007 54,174 14.7％ 128,180 34.8％ 186,252 50.5％ 368,606 
2008 56,228 14.6％ 134,212 34.9％ 194,630 50.5％ 385,070 
2009 57,595 14.6％ 139,135 35.3％ 197,744 50.1％ 394,474 
2010 61,194 14.1％ 149,795 34.5％ 223,171 51.4％ 434,160 
2011 61,564 13.5％ 151,302 33.2％ 242,204 53.2％ 455,070 
2012 63,536 13.6％ 153,921 33.0％ 249,135 53.4％ 466,593 
2013 63,970 13.5％ 154,037 32.4％ 256,841 54.1％ 474,849 





メリカを上回っていた。表 3-2 をみると韓国の人口一人当たりの電力消費量は、2004 年に
は 6,491kWh であったのが、2007 年には 7,607kWh に増加し、さらに 2009 年には





                   表 3-2 人口一人当たりの電力消費量         （単位：kWh） 
2004年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 














表 3-3 エネルギー輸入依存度 
1981年 1991年 2001 年 2003 年 2005 年 2007 年 2010 年 2011 年 2012 年 
75.0％ 91.0％ 97.3％ 96.9％ 96.6％ 96.5％ 96.5％ 96.5％ 96.0％ 
出所：2013 エネルギー統計年報 
 
2011 年における産業エネルギー供給量は 260.4 Mtoe（石油換算 100 万トン(136)）である。
エネルギー輸入依存度をみると、1981 年度には 75.0％であったのが、1991 年には 91.0％
に急増し、また 2001 年も 97.3％に増加し、最近は 96.0％以上を輸入に頼っている状況で
ある（表 3-3）。輸入エネルギーは、石炭、石油、LNG が中心となっている。 
                                                   
(136) Mtoe は、石油換算メガトン。石油換算トン（tonne of oil equivalent: toe）とは、エネルギ




最終エネルギーの消費の推移を GDP との関連で見てみる。表 3-4 は、1990 年から 2011
年までの韓国のエネルギー関連の主要指標である。総エネルギー供給を主導する最終エネ
ルギーの消費は 1990 年には年平均 7.2％増加し、2000 年代には増加率が多少減少したが、
年平均 2.9％の増加を見せた。このような最終エネルギーの消費量の増加の原因としては
GDP の増加が挙げられる。1990 年の実質 GDP は 369.0 兆ウォンだったが、2000 年は
694.6 兆ウォン、2010 年は 1,043.7 兆ウォン、2011 年は 1,081.6 兆ウォンで、1990 年と比





表 3-4 韓国のエネルギー関連の主要指標（1990 年～2011 年） 








実質 GDP（兆ウォン） 369.0 694.6 1,043.7 1,081.6 6.5 4.1 5.3 
総エネルギー（千 TOE） 93,192 192,887 263,805 275,688 7.5 3.3 5.3 
最終エネルギー（千
TOE） 
75,107 149,852 195,587 205,864 7.2 2.9 4.9 
総エネルギー/GDP 
（TOE/百万ウォン） 




天然ガスは 9.0％下落して 36.6 百万トンであり、その内、発電用の LNG 消費は原子力発電
所と石炭火力発電所の増設により、10.5％も減少し、その消費量は 18.2 百万トンであった。
また、都市ガス用の LNG 消費は 7.2％減少した。石炭は 2.9％増加して 133.4 百万トンと
なり、原子力は増加率 0.6％となった。KEPCO（2016）は、2015 年と 2016 年の総エネル
ギー需要の見込みを、2015 年は増加率 1.3％の 285.3 百万トン、2016 年は増加率 3.0％の
293.9 百万トンであると予想した。その内、石炭消費は 2015 年には 3.2％、2016 年には
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10.1％の増加、天然ガスは発電需要の減少により、2015 年には 5.0％、2016 年には 12.3％













のである。まず、総発電設備(138)はアメリカが 1,152,184MW、日本が 285,729 MW、ドイ
ツが 174,495 MW、フランスが 126,814 MW、イギリスが 89,115 MW、韓国が 83,311 MW
となる。 
次に、総発電電力量(139)はアメリカが 41,006.5（億 kWh）、日本が 11,078.3（億 kWh）、
ドイツが 6,088.7（億 kWh）、フランスが 5,429.6（億 kWh）、イギリスが 3,678.0（億 kWh）、
韓国が 5,181.1（億 kWh）であり、韓国の場合、総発電電力量のうち、火力が 3,479.6（億














表 3-5 2011 年度世界の主要国の電力の現状 
出所：海外電気事業統計（2013 年） 
 
それから、設備利用率はアメリカ 42.6％、日本 44.2％、イギリス 42.6％、フランス 48.9％、
ドイツ 39.8％、韓国は 73.9％で高い割合を示している。これは、設備に対して電力の消費
量が多いことを示すものとなる。それだけではなく、年負荷率(141)もアメリカ 58.1％、日本





 韓国 日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ 
総発電設備（MW） 83,311 285,729 1,152,184 89,115 126,814 174,495 
事業者発電設備
（MW） 




計 5,181.1 11,078.3 41,006.5 3,678.0 5,429.6 6,088.7 
水力 78.4 917.1 3,134.5 85.9 502.7 235.1 
火力 3,479.6 9,069.5 28,649.1 2,590.6 515.1 3,518.1 
原子力 1,547.2 1,017.6 7,902.0 689.8 4,211.2 1,079.7 
再生エネ
ルギー等 
75.9 74.1 1,320.9 311.7 200.6 1,010.7 
事業者発電電力量 
（億 kWh） 
4,960.8 8,574.1 24,806.9 3,323.1 4,597.0 4,621.0 
設備利用率（％） 73.9 44.2 42.6 42.6 48.9 39.8 
国内供給電力量(140) 
（億 kWh） 
4,941.7 9,066.4 41,680.1 3,371.4 4,792.4 4,480.3 
最大電力（MW） 73,137 156,596 782,469 57,086 91,800 76,400 
年負荷率（％） 77.6 67.8 58.1 66.9 59.6 66.9 
人口 1 人当たり 
発電電力量（kWh） 
10,339 8,685 13,160 5,862 8,579 7,437 
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67.8％、イギリス 66.9％、フランス 59.6％、ドイツ 66.9％と比べると韓国は 77.6％で高い
割合を示していることかわかる。 
 表 3-6 は停電時間の推移である。2003 年は 19.7 分だったのが、2004 年は 18.9 分、2006





表 3-6 停電時間の推移 
（単位：分） 
2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 






 2011 年 3 月 11 日福島原子力発電所の事故発生は、世界各国のエネルギー政策に大きく
影響を与えた。例えばベルギーやドイツでは原子力発電を撤廃し、スイスは新規発電所の
建設を中止した。しかし、今でも韓国は発電費用が安いという理由で原子力発電に大きく
依存している。韓国では総発電設備容量に占める原子力発電の比率が 2012 年は 26.4％で
あり、「第 2 次国家エネルギー基本計画（2014 年～2035 年）」により 2013 年の 27％を、
2035 年までには 29％に引き上げる予定である。「第 1 次国家エネルギー基本計画（2008
年～2030 年）」では、原子力発電の比率を 2007 年の 26％から 41％に引き上げることを目
                                                   
負荷の特性を表す重要な係数である。 
 







出所：第 2 次エネルギー基本計画（産業通商支援部 2014）、『原子力白書』、19 頁。 
 
標にしたが、「第 2 次国家エネルギー基本計画（2014 年～2035 年）」では 2013 年の 27％
から 29％(143)に下方調整された。図 3-2 の 2034 年までの発電設備容量対比原子力発電の

















韓国での原子力発電は、1978 年 4 月の古里（Kori）原子力発電所の運行から始まった。
2013 年の基準では、原子力発電は 23 基 (144)の原子炉が稼働中であり、設備容量は
20,716Mwe に至る。1978 年の電力生産量は 2,324GWh であり、2013 年の電力生産量の
                                                   
(143) 2035 年に原子力発電の設備の割合を 29％にするためには、総量 43GW の原子力発電の設
備が必要である。「第 6 次電力需給基本計画」により 2024 年までに 36GW の原子力発電の
建設や運行が計画されており、残り 7GW の新規設備が必要となる。（出所：2014 年原子力
白書、20 頁）  
 
(144) 2013 年の基準では、古里（Kori）原子力発電所では 6 基の原子炉が稼働しており、設備容
量は 5,137MWe であった。また月城（Wolsong）原子力発電所は 5 基で設備容量は 3,779 MWe
であった。かつての霊光原子力発電所という名前から韓光（Hanbit）原子力発電所に改称さ
れた。韓光（Hanbit）は 6 基で設備容量は 5,900MWe である。蔚珍原子力発電所から韓蔚









2013 年には原子力発電の稼働率が初めて 80％台まで落ちることとなった。 
 










24 其 21,716 156,406,127 85 85.4 
出所：韓国水力原子力（株） 
 
表 3-7 は 2014 年度の原子力発電所の現状をまとめたもので、2014 年基準では稼働中の
原子炉の数は 24 基であり、設備容量は 20,716MWe で、発電量は 156,406,127MWh であ











                                                   
(145) 2012 年、韓国水力原子力発電は原子力発電所部品の品質保証書が偽造されていたことを確
認し調査を行った結果、品質保証書が偽造された部品が合計 561 品目の 13,802 個であること
がわかった。その中、341 品目の 6,494 個のすでに原子力発電所に設置されたのである。特
に、品質保証書が偽造された部品が多く使われた霊光 5号機と 6号機の場合は運転を停止し、
問題の部品を交換することとした。そして問題の部品が少なかった霊光 3 号機と 4 号機、蔚





















                                                   
(146) Liquefied Natural Gas. 
 
(147) 2013 年基準、韓国のCO2 （二酸化炭素） の排出量は 582 百万トンであり、世界のCO2 （二
酸化炭素） の排出量 329 億トンの 1.8％の割合であり、7 番目の国である。第 1 位が中国で
9,437 百万トン（28.7％）、第 2 位がアメリカで 5,184 百万トン（15.7％）、第 3 位はインド
で 1,894 百万トン（5.8％）、第 4 位はロシアで 1,659 百万トン（5.0％）、第 5 位は日本で 1,234
百万トン（3.7％）、第 6 位はドイツで 746 百万トン（2.3％）である。 
（出所：EDMC/エネルギー・経済統計要覧 2016 年版） 
 
(148)  別表 1 天然ガス・石油・石炭の二酸化炭素排出量等の比較 
区分 CO2 （二酸化炭素） NO𝑋 （窒素酸化物） SO𝑋 （硫黄酸化物） 
石炭 100 100 100 
石油 80 70 70 
天然ガス 60 40 0 
出所：資源エネルギー庁『エネルギー白書 2010』 
 
別表 1 は、石炭を 100 とした場合、 CO2 （二酸化炭素）・NO𝑋 （窒素酸化物）・SO𝑋 （硫黄
酸化物）の排出量を比較したものである。CO2 （二酸化炭素）の排出量は石炭 100：石油 80：
天然ガス 60 であり、NO𝑋 （窒素酸化物）排出量は石炭 100：石油 70：天然ガス 40、SO𝑋 （硫





サンドガスが 210 兆m3、炭層メタンが 256 兆m3であり、世界の非在来型ガスの埋蔵量は
922 兆m3ということになる。BP の Statistical Review of World Energy 2012 によると、
2011 年の在来型天然ガスの埋蔵量は 208 兆m3であるから、非在来型天然ガスと合わせる
と、1130 兆m3となる。2011 年の世界の天然ガス生産量は年間約 3.28 兆m3であったことか






表 3-8 世界の非在来型天然ガスの推定量 
（兆m3） 
地域 炭層メタン シェールガス タイトサンドガス 
北米 85 109 39 
中南米 1 60 37 
西欧州 4 14 10 
中央・東部欧州 3 1 2 
旧ソ連 112 18 26 
中東・北アフリカ 0 72 23 
サハラ以南アフリカ 1 8 22 
中央アジア・中国 34 100 10 
太平洋（OECD） 13 65 20 
他のアジア・太平洋 0 9 16 
南アジア 1 0 6 
世界 256 456 210 




















世界の天然ガス市場は、北米、欧州、アジアと大きく 3 地域に分けられる。2011 年の世





入量は 6,946億１千万𝑚3であり、国別輸入割合が大きい順に、米国 12.78％、ドイツ 12.1％、
イタリア 8.8％、ウクライナ 5.8％、トルコ 5.1％、フランス 4.7％、ロシア 4.3％、英国 4.0％、
カナダ 3.8％、ベルギー3.3％となる。また、地域別輸入割合が大きい順は、欧州 53.2％、
北米 18.6％、旧ソ連 14.4％、アジア・太平洋 6.2％、中東 4.5％、中南米 2.3％、アフリカ
0.8％となる。世界の LNG 輸入量は 3,308 億 3 千万𝑚3であり、国別輸入割合が大きい順に、
日本 32.3％、韓国 14.9％、英国 7.6％、スペイン 7.3％、インド 5.2％、中国 5.0％、台湾
4.9％、フランス 4.4％、米国 3.0％、イタリア 2.6％となっている。また、地域別輸入割合
が大きい順は、アジア 62.7％、欧州 27.4％、北米 5.2％、中南米 3.3％、中東 1.4％となる。 
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図 3-3 天然ガス（パイプライン）および LNG の国・地域別輸入割合 







ラインによる輸入量も LNG 輸入量も右肩上がりに増加してきた。2002 年における天然ガ
ス全体の貿易量に占めるパイプラインと LNG の割合は、パイプライン 74.2％、LNG25.8％
であったのに対して、2011 年にはパイプライン 67.7％、LNG32.3％となっており、この 10
年間に LNG の輸入割合が大きくなっている。このような傾向は、LNG 市場が地域内市場
から国際市場に進展してきていることを物語っている。 
まず、北米の LNG 市場では、米国が天然ガスの生産において 2009 年以来ロシアを抜い
て世界 1 位になった。米国の最近の天然ガス生産の拡大は、「シェールガス革命(149)」と呼
                                                   
(149) 「シェールガス革命」とは、今まで抽出が困難であったシェール（頁岩）層からの石油や天
然ガス（シェールガス）の抽出が可能になったことにより、世界のエネルギー事情が大きく
























































2011 年天然ガス  
6,946 億 1 千万㎥ 




れぞれ 6,513 億𝑚3と 6,901 億𝑚3であり、不足量はパイプラインと LNG で輸入している。
この不足量も年々減少してきているので、近い将来に生産余剰が発生し、大幅な輸出への転
換が行なわれる可能性が高い。米国エネルギー省は 2012 年 1 月に、米国が 2016 年には
LNG の純輸出国になるという予測を発表した。特に、生産したシェールガスの輸出先は、
欧州・東アジアになることから東アジアの LNG市場における影響も予想される。増産を背
景に米国の天然ガスの市場価格は過去 2 年間で半値以下に急落しており、2012 年 5 月にお
いては 100 万 BTU（英国熱量単位）当たり 2 ドル前後であった。その当時の東アジアの







おいては、スポット販売、及び長期契約に基づく販売の 2 種類があるが、LNG はパイプ
ラインガスと競合しているので、LNG 価格はヘンリー・ハブ価格にリンクしている。 


















3.3 アジアの LNG 市場 
 
2015 年のアジア地域の LNG 輸入量は 2,386 億万𝑚3であり、国別輸入割合を見ると、日
本 34.9％、韓国 12.9％、中国 7.7％、インド 6.4％、台湾 5.5％、タイ 1.1％である。アジア
市場の輸入割合が 70.5％、欧州市場の割合が 16.3％、北米市場は 3.0％であるからアジア










アジアにおける LNG 輸入価格は、JCC（Japan Crude Cocktail）(151)という日本向け原
油の平均 CIF 価格(152)に連動している。天然ガス価格は、原油価格が比較的安定していた
1980 年代後期から 2004 年までは、天然ガス価格も安定していたが、近年では新興国の需
要増加などを背景とした原油価格上昇の影響で高騰している。その結果、需要増加が見込ま
れる新興国では、日本、韓国、台湾のような長期契約を結ばないようにしている。 
                                                   
(150) 欧州における天然ガス価格の指標。 
 
(151) 日本の全輸入原油の CIF 平均価格である。 
 







安価なエネルギー価格設定である。   
まず、インドネシアは、LNG 輸出量を大幅に減少してガスを国内市場向けに優先する政
策をとっている。インドネシア国内市場で供給されるガスの価格は百万 BTU あたり 2 ドル
から 6 ドルで、LNG 輸出価格（百万 BTU あたり 13 ドルから 18 ドル）と比べると極めて
安い価格であることがわかる。それ故に、2010 年から 2011 年に LNG 輸出契約数量を大幅
に削減している。次に、マレーシアも 2012 年に LNG 輸入と国内市場での消費を開始した。
LNGの輸入は、人口と経済活動が集中するマレー半島部において、増加する電力需要に対
して、主要な発電燃料である天然ガスを供給することを目的にしていると言われている。ま




ス供給のために、2010 年南西部ジュロン地域に LNG 受入基地建設を開始している。 
今後、アジア地域の LNG 輸入の増加や非在来型天然ガスの供給量の増加は、LNG 輸入
契約期間の短縮や LNG 供給国の多様化といった趨勢を加速化させることになり、アジア
LNG 市場の構造変化をもたらすと考えられる。東南アジアの LNG 供給力が低下している
ことから、オーストラリアがアジア LNG の最大供給地域として台頭する可能性がある。3
つのプロジェクト（NWS、ダーウィン、Pluto）から成るオーストラリアの LNG 供給力は、
2015 年から 2020 年にかけて飛躍的に増加し、カタールに取って代わり、世界最大の LNG


















2007 年の＄73/千𝑚3から 2010 年には＄31/千𝑚3に下落し、在来型天然ガスの平均開発単価 
＄46/千𝑚3よりも低い水準を達成している。 
米国におけるシェールガスの生産量を見ると、1998 年の天然ガス生産量のうちシェール
ガスは 1.9％（2,800 万𝑚3）にすぎなかったが、2010 年には 24.1％（4 億 8,000 万𝑚3）と








ロイター（2012 年 5 月 29 日）によると、シェルと中国石油天然ガス（Petro China）、
韓国ガス公社（KOGAS）、三菱商事は 2012 年 5 月、カナダ西海岸に LNG生産基地を建設





事業費は約 4000 億円、プラントの建設費は１兆円規模に達すると見られ、2010 年代後半
                                                   
(153) アメリカ合衆国エネルギー省（United States department of Energy:DOE）の中、エネル
ギー部（Energy Information Administration：EIA）をいう。 
74 
 





3.5 東アジアの LNG 市場の構造変化 
 
3.5.1 東アジアへの今後の LNG 供給予測 
 









世界 1 位の LNG輸入国である日本は、多くの原発が停止している中、その代替エネルギ
ーである LNG を調達しなければならないとういう状況である。LNG 輸入の長期契約を結
べる新規の供給先を探すことは容易ではなく、不足分はこれまでの輸入先からの増量や欧






















言及したように（ロイター、2012 年 5 月 14 日）、シェールガスの探査は最近商業化された
ばかりであるが、国内の天然ガス資源の規模を倍増させる潜在性があるとし、世界最大の
LNG 輸出国カタールを 2020 年までには追い越すと予想している。この結果、オーストラ
リアの LNG 供給力は、2015 年から 2020 年にかけて飛躍的に増加すると思われる。 
米国からの LNG 輸出に関しては、現在、天然ガスの液化基地がアラスカにしか存在して
いないので、大量の LNG 輸出を行なうことはできない。米国は 2000 年代前半には将来的
に LNG の輸入大国になると見ていたので、米国で整備されたのは液化設備ではなく、輸入
LNGの受入基地であった。AEI のマイケル・マッザとゲイリー・シュミットによる論説（ウ
ォール・ストリート・ジャーナル、2012 年 6 月 10 日）では、米国は、ポスト福島の原発停
止で大量の天然ガスを輸入せざるを得なくなっている日本に、アラスカ産天然ガスを輸出
すべきだが、米国内にはこれを阻む勢力があると述べている。特に、日本のような自由貿易




ト(156)の LNG 輸入承認を得た。 
米国では、現時点で唯一新規事業として LNG の輸出が認められているのは Cheniere 社
だけであり、アジアにおいては、インドの GAIL 社と韓国の KOGAS社が Cheniere 社と長
期契約（20 年間）を締結している。その結果、2015 年にメキシコ湾岸のサビンパス基地か
                                                   
(155) アメリカの天然ガス生産は 2012 年基準では、69.2Bcf/d である。LNG 輸出申請プロジェク
ト数は 34 であり、その内 FTA 向け輸出プロジェクトの累積量は 37.02Bcf/d、非 FTA 向け
輸出プロジェクトの累積量は 34.12Bcf/d である。またその内承認済みの累積量は 8.47Bcf/d
である。 
 
(156)日本の 3 つのプロジェクトが承認されたのは Freeport プロジェクトが 2013 年 11 月、
Cove point プロジェクトが 2013 年 9 月、Cameron プロジェクトが 2014 年 2 月であ




加工するための液化コストは百万 BTU あたり 3 ドル程度（後述の韓国 KOGAS 向け契約
価格）である。輸出が想定されるメキシコ湾から日本や韓国までの LNG 船の輸送コスト
（FOB）は百万 BTU あたり 4 ドル程度と想定される。これに LNG 設備までのパイプライ
ン使用料、海上輸送保険料などを加味すると、米国のパイプラインガスを LNGにして日本








3.5.2 東アジアにおける LNG 価格の予測 
 









































3.6.1 韓国の LNG 輸入および契約状況 
 
韓国は 1986 年 10 月にインドネシアから LNG を輸入し始めた。2015 年の LNG 輸入量
は 31,410 千トンである。具体的にみると、カタール 12,604 千トン、オーマン 4,090 千ト
ン、マレーシア 3,717 千トン、インドネシア 2,409 千トン、ロシア 2,309 千トン、オースト

















LNGの導入期間は 15 年から 20 年以上と長期契約がほとんどである。最近の長期契約は
アメリカとの 20 年の LNG 購買契約であり、2037 年から 2038 年に満了する予定である。 
KOGAS は Sabine Pass Phase II と 350 万トン/年、SK E&Sは Freeport LNG と 220 万










韓国における LNG契約期間の状況(158)は、2014 年 1 月の開始であるインドネシアからの
40 万トンは 2 年の短期契約であり、2014 年 4 月の開始であるオーストラリアからの 220
万トンも 3 年の短期契約であるが、その他は長期契約であることがわかる。かつて LNG 契
約においてはほとんど長期契約であったが、最近は少しずつ契約の形式が変わってきてい
る。ここで注目すべき点は、インドネシアの 1994 年から 2014 年までの長期契約が延長さ
れずに満了したことである。このようなケースはこれから相次いで発生すると予想される。
2016 年のオーストラリア、2017 年のインドネシア、2018 年のマレーシアなどの契約がど
のようになるのかも注目に値する。 
かつて LNG 取引は硬直的であった。シェールガスの輸入と共に求められるのは、LNG










                                                   
(157) 李ホム（2015）『天然ガス市場メガトレンドの波及効果および対応戦略研究：地域内の取引
活性化を通じた LNG 交易の改善法案』エネルギー経済研究院、65 頁～66 頁。 
 
(158) KOGAS（Korea Gas Corporation：韓国ガス公社）は 1986 年 11 月に 発電部門にガス供給





表 3-9 輸入国と契約状況 
契約 
種類 




短期契約 オーストラリア 220 万トン 3 年 DES(159) 
2014年 4月
から開始 
短期契約 インドネシア 40 万トン 2 年 DES 
2014年 1月
から開始 
長期契約 オーストラリア 50 万トン 2003 年～2016 年 DES  
長期契約 ブルネイ 100 万トン 1997 年～2018 年 DES  
長期契約 インドネシア 200 万トン 1994 年～2014 年 FOB 契約満了 
長期契約 インドネシア 100 万トン 1998 年～2017 年 FOB  
長期契約 マレーシア 100-200 万トン 1995 年～2018 年 FOB  
長期契約 マレーシア 200 万トン 2008 年～2028 年 DES  
長期契約 ロシア 150 万トン 2008 年～2028 年 FOB  
長期契約 カタール 492 万トン 1999 年～2024 年 FOB  
長期契約 カタール 210 万トン 1999 年～2024 年 FOB  
長期契約 カタール 200 万トン 2012 年～2032 年 DES  
長期契約 オーマン 406 万トン 2007 年～2027 年 DES  
長期契約 イエメン 200 万トン 2008 年～2028 年 FOB  
長期契約 ロシア 150 万トン 2008 年～2028 年 FOB  
出所：GIIGNL, The LNG Industry 2014 を基に作成 
                                                   







韓国は 2013 年基準で、CO2 の排出量が 582 百万トンと OECD の内第 7 位であるが、
2030 年までに BAU 対比(160)37％（851 百万トン）減縮を目標としている。これは温室効果
ガス排出量の削減に対する認識が高いことを示しているといえる。この意味からも、CO2 の
排出量が多いエネルギー源を減らす必要があるといえる。第 6 次電力需給基本計画（2013
～2027 年）と第 7 次電力需給基本計画（2015～2029 年）を比較してみると、原子力発電
は 2027 年度が 27.4％、2029 年が 28.2％の見込みであり、石炭は 2027 年が 34.7％、2029
年が 32.3％、LNG は 2027 年が 24.3％、2029 年が 24.8％、新再生エネルギーは 2027 年
が 4.5％、2029 年が 4.6％、集団(161)は 2027 年が 4.6％、2029 年が 5.8％、石油・揚水は
2027 年が 4.5％、2029 年が 4.3％となる予定である。2015 年から 2029 年までに、原子力




表 3-10 第 6 次・第 7 次電力需給基本計画の比較 
区分 原子力 石炭 LNG 新再生 集団 石油・揚水 
第 6 次（27 年） 27.4％ 34.7％ 24.3％ 4.5％ 4.6％ 4.5％ 
第 7 次（29 年） 28.2％ 32.3％ 24.8％ 4.6％ 5.8％ 4.3％ 
出所：第 6 次・第 7 次電力需給基本計画 
  
また、2013 年度、韓国の電力におけるエネルギー源別の発電量は 517,148 GWh である。
その割合は、火力発電の石炭が 200,444 GWh の 38.8％で一番高い割合であり、次は原子力
で 138,784 GWh の 26.8％、火力発電の LNG が 127,724 GWh の 24.7％、火力発電の石油
                                                   
(160) BAU（Business As Usual）対比とは特段の対策のない自然ケースに比べての効果をいう。 
 





が 15,751 GWh の 3.0％、集団が 14,633 GWh の 2.8％、代替エネルギーが 11,267 GWh の































表 3-11 エネルギー源別の発電量 
（単位：GWh） 
区分 水力 原子力 集団 代替 
火力 合計 













































































































































































出所：2015 エネルギー統計年報 注）*石油は重油と軽由の合計である。 
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3.6.2.2  シナリオおよび分析 
  
まず、環境問題に対応するために石炭発電量をどのくらい減らしたほうが良いかについ
て、シナリオ A とシナリオ B を提案し、続いて、原子力発電による様々なリスクから安全
性を確保するためにシナリオ C とシナリオ D を提案する。ここでの提案はどれも現在の主
な発電源による電力量を最大 20％削減することを目標としており、減らした分を補うため
に LNGによる発電量を増やすことを考え、どれだけ LNG量が必要になるのかを検討する。 
 
― シナリオ ― 
A. CO2 排出量を減らすために、石炭発電量を 10％削減する。 
B. CO2 排出量を減らすために、石炭発電量を 20％削減する。 
C. CO2 を減らすと共に原子力による様々なリスクを最小化するため、 
石炭発電量を 20％、原子力発電量を 10％削減する。 
D. CO2 を減らすと共に原子力による様々なリスクを最小化するため、 
石炭発電量を 20％、原子力発電量を 20％削減する。 
 
シナリオ A では、石炭火力発電を 10％削減する。2013 年基準では、石炭の発電量は
200,444GWh であり、全体の 38.8％となっている。この発電量を 10％削減するのは、全体
の 3.8％である 20,444GWh を削減することである。シナリオ B では石炭火力発電を 20％
削減するため、全体の 7.7％である 40,088GWh を削減することとなる。シナリオ C は石炭
を 20％、原子力を 10％削減する案であるので、石炭の発電量 40,088GWh と原子力の発電
量 13,878GWh を削減する。シナリオ D では、石炭を 20％、原子力を 20％削減する案であ
り、石炭の発電量 40,088GWh と原子力の発電量 27,756GWh を削減することとなる。これ
らにより削減された発電量は LNGへと移行させることを提案する。4つのシナリオにより、
増加すべき LNG 量を算出してみた結果、シナリオ A の場合は 7,434 千トン、シナリオ B







表 3-12 LNG価格と原油価格と指数化した値 
年月 価格 価格 指数 指数
LNG OIL LNG OIL   
2013.1 17.79 111.89 100 100 LNG OIL-1  
2 17.72 113.19 99.61 101.16 99.61 100.00 LNG OIL-2
3 18.31 115.59 102.92 103.31 102.92 101.16 102.92 100.00 LNG OIL-3
4 17.71 111.27 99.55 99.45 99.55 103.31 99.55 101.16 99.55 100.00 LNG OIL-4
5 16.94 106.51 95.22 95.19 95.22 99.45 95.22 103.31 95.22 101.16 95.22 100.00 LNG OIL-5
6 17.69 104.64 99.44 93.52 99.44 95.19 99.44 99.45 99.44 103.31 99.44 101.16 99.44 100.00
7 16.98 104.65 95.45 93.53 95.45 93.52 95.45 95.19 95.45 99.45 95.45 103.31 95.45 101.16
8 17.00 107.09 95.56 95.71 95.56 93.53 95.56 93.52 95.56 95.19 95.56 99.45 95.56 103.31
9 17.01 110.99 95.62 99.20 95.62 95.71 95.62 93.53 95.62 93.52 95.62 95.19 95.62 99.45
10 16.49 113.44 92.69 101.39 92.69 99.20 92.69 95.71 92.69 93.53 92.69 93.52 92.69 95.19
11 16.71 112.70 93.93 100.72 93.93 101.39 93.93 99.20 93.93 95.71 93.93 93.53 93.93 93.52
12 17.72 112.09 99.61 100.18 99.61 100.72 99.61 101.39 99.61 99.20 99.61 95.71 99.61 93.53
2014.1 17.76 113.46 99.83 101.40 99.83 100.18 99.83 100.72 99.83 101.39 99.83 99.20 99.83 95.71
2 17.96 110.89 100.96 99.11 100.96 101.40 100.96 100.18 100.96 100.72 100.96 101.39 100.96 99.20
3 17.81 110.09 100.11 98.39 100.11 99.11 100.11 101.40 100.11 100.18 100.11 100.72 100.11 101.39
4 17.67 109.45 99.33 97.82 99.33 98.39 99.33 99.11 99.33 101.40 99.33 100.18 99.33 100.72
5 17.68 109.11 99.38 97.52 99.38 97.82 99.38 98.39 99.38 99.11 99.38 101.40 99.38 100.18
6 17.51 109.96 98.43 98.28 98.43 97.52 98.43 97.82 98.43 98.39 98.43 99.11 98.43 101.40
7 17.43 111.61 97.98 99.75 97.98 98.28 97.98 97.52 97.98 97.82 97.98 98.39 97.98 99.11
8 16.23 110.52 91.23 98.78 91.23 99.75 91.23 98.28 91.23 97.52 91.23 97.82 91.23 98.39
9 15.70 106.22 88.25 94.93 88.25 98.78 88.25 99.75 88.25 98.28 88.25 97.52 88.25 97.82
10 15.23 100.74 85.61 90.03 85.61 94.93 85.61 98.78 85.61 99.75 85.61 98.28 85.61 97.52
11 16.41 90.82 92.24 81.17 92.24 90.03 92.24 94.93 92.24 98.78 92.24 99.75 92.24 98.28
12 16.58 79.13 93.20 70.72 93.20 81.17 93.20 90.03 93.20 94.93 93.20 98.78 93.20 99.75
2015.1 15.50 63.83 87.13 57.05 87.13 70.72 87.13 81.17 87.13 90.03 87.13 94.93 87.13 98.78
2 14.69 49.45 82.57 44.20 82.57 57.05 82.57 70.72 82.57 81.17 82.57 90.03 82.57 94.93
3 13.05 54.73 73.36 48.91 73.36 44.20 73.36 57.05 73.36 70.72 73.36 81.17 73.36 90.03
4 11.02 56.07 61.94 50.11 61.94 48.91 61.94 44.20 61.94 57.05 61.94 70.72 61.94 81.17
5 9.04 59.19 50.82 52.90 50.82 50.11 50.82 48.91 50.82 44.20 50.82 57.05 50.82 70.72
6 8.79 63.99 49.41 57.19 49.41 52.90 49.41 50.11 49.41 48.91 49.41 44.20 49.41 57.05
7 9.32 63.85 52.39 57.06 52.39 57.19 52.39 52.90 52.39 50.11 52.39 48.91 52.39 44.20
8 10.16 59.09 57.11 52.81 57.11 57.06 57.11 57.19 57.11 52.90 57.11 50.11 57.11 48.91
9 10.01 51.26 56.27 45.81 56.27 52.81 56.27 57.06 56.27 57.19 56.27 52.90 56.27 50.11
10 10.37 47.88 58.29 42.79 58.29 45.81 58.29 52.81 58.29 57.06 58.29 57.19 58.29 52.90
11 9.40 47.48 52.84 42.43 52.84 42.79 52.84 45.81 52.84 52.81 52.84 57.06 52.84 57.19
12 10.15 43.51 57.05 38.89 57.05 42.43 57.05 42.79 57.05 45.81 57.05 52.81 57.05 57.06
2016.1 8.46 37.04 47.55 33.10 47.55 38.89 47.55 42.43 47.55 42.79 47.55 45.81 47.55 52.81
2 7.99 30.36 44.91 27.13 44.91 33.10 44.91 38.89 44.91 42.43 44.91 42.79 44.91 45.81
3 7.50 32.01 42.16 28.61 42.16 27.13 42.16 33.10 42.16 38.89 42.16 42.43 42.16 42.79
4 7.00 36.96 39.35 33.03 39.35 28.61 39.35 27.13 39.35 33.10 39.35 38.89 39.35 42.43
1ヵ月遅れ 2ヵ月遅れ 3ヵ月遅れ 4ヵ月遅れ 5ヵ月遅れ
 
出所：原油価格は日本貿易統計、LNG価格は IMF 





という 2 つの目的を同時に満たす結果となる。 
実際に削減される金額を計算してみると、シナリオ A では 15,402 億ウォン、シナリオ B
では 30,202 億ウォン、シナリオ C では 39,507 億ウォン、シナリオ D では 48,812 億ウォ
ンとなった。もちろん削減された発電量を LNG で補うため、LNG が増加した分金額が増
えることになる。そこで、どのくらい金額が増えるのか計算してみた。2016 年 1 月基準で
は、スポット LNG 取引の平均価格は、7.9 ドル/MMBTU であった(162)。まずこの金額を適
用して計算してみた。その結果、シナリオ A で増加すべき LNG量 7,434 千トンは 6,323 億
ウォン、シナリオ B の 14,577 千トンは 12,399 億ウォン、シナリオ C の 19,624 千トは
16,691 億ウォン、シナリオ D の 24,670 千トンは 20,984 億ウォンとなった。 
 また、2016 年 6 月基準のスポット LNG 取引の平均価格は、期間で最も安い 4.5 ドル
/MMBTU(163)であり、この価格を反映して計算してみると、シナリオ A では 3,657 億ウォ




とがわかった。シナリオ A では、スポット LNG取引の平均価格が 7.9 ドル/MMBTU の場
合の必要金額は 6,323 億ウォンであり、石炭や原子力を削減した場合の 15,402 億ウォンの
41％の金額で同じ発電量を確保できることとなる。また、スポット LNG取引の平均価格が
4.5 ドル/MMBTU の場合は必要金額が 3,657 億ウォンであり、石炭や原子力を削減した場






                                                   
(162) 2016 年 1 月の為替で計算すると、1kWh 当たりで 30.93 ウォンとなる。 
 
(163) 2016 年 6 月の為替で計算すると、1kWh 当たりで 17.89 ウォンとなる。 
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シナリオ A 15,402 6,323 3,657 
シナリオ B 30,202 12,399 7,172 
シナリオ C 39,507 16,691 9,655 
シナリオ D 48,812 20,984 12,137 
注）*は 2016 年 1 月のスポット LNG 取引の平均価格。 
**は 2016 年 6 月のスポット LNG 取引の平均価格。 
 
一般的に LNG価格は 5 ヵ月前の原油価格に影響されると言われている。ここで、実際に
どの時点になるのかを分析してみた。表 3-13 は、原油価格と LNG 価格を 2013 年 4 月を
基準時に指数化し、それらの相関関係を分析した結果である。同時点 t の両資源の価格の相
関係数は 0.923 であり、かなり高い相関関係にあるが、t 時点の LNG 価格と 3 ヵ月前（t3
時点）の原油価格の相関関係は 0.987 と最も高いことがわかる。一般的に言われている 5 ヵ
月前の原油価格（t5 時点）との相関係数は 0.950 となり、t3 時点の原油価格との相関係
数より低い値となった。この分析から最近 3 年間において原油価格が LNG価格に反映され
るのは約 3 ヵ月前の価格が最も関係性が高いことが明らかになった。 
 
表 3-14 原油価格と LNG 価格の相関関係を分析した結果 
t t1 t2 t3 t4 t5 
0.92348 0.949133 0.97205 0.987326 0.981468 0.950114 
注）t は同じ期間を意味する。t1 は 1 ヵ月前の原油価格を意味する。 
t2 は 2 ヵ月前の原油価格を反映することになる。 
 























以上の分析の結果から LNG 価格は原油価格に連動するが、すぐではなく約 3 ヵ月遅れて
反映される結果となる。 
次に、原油価格と LNG 価格の変動性を確認するため、変動係数の分析を行った。変動係
数𝐶𝑉(coefficient of variation)は、標準偏差𝑠を算術平均?̅?で割ったものに 100 を掛けると求
められる。式の以下の通りである。 
 
𝐶𝑉 =  
𝑠
?̅?





る。過去 3 年間の毎月の原油価格と LNG 価格の変動係数を分析した結果、原油価格の変動




















リオを挙げ、どのくらい LNG量を増やすべきかを検討した。また、一般的に LNG 価格は
原油価格に 5 ヵ月遅れで連動していると言われていたが、実際の分析により、3 ヵ月遅れで
反映されるという結果を得た。さらに、原油価格と LNG 価格の変動係数の測定した結果、
LNG価格は原油価格よりも変動係数が約 10％小さいことがわかった。これは石油価格が上
昇しても LNG 価格に同程度の影響はなく、LNG 価格は比較的安定したエネルギーである
ことを示す。 









ルギー源である LNG が確保できると考えられる。 
 










由化を導入し、第 1 段階から第 4 段階までの改革を推進するが、計画通りに進まないまま
現在まで至っている。 
第 4 章では韓国の電力産業について詳しく把握する。第 1 節では、韓国の電力産業の構
造改編について述べる。1.1 では韓国の電力産業の特徴を、1.2 では韓国の発送電分離につ












運営されていることを意味している。③2014 年における総発電量（5,421 億 kWh）の電源









構成は、石炭が 39％、原子力が 30％、天然ガスが 22％で、主な電源は発電単価が安い石炭
および原子力が占めている。この内、原子力発電の設備利用率は 90％台と高かったが、2013
年の偽造部品による原発の停止の問題で、20 年ぶりに 80％以下に下落した(166)。④2014 年
の電力負荷率は 74.3％であり、日本の 67.2％よりも高い(167)。⑤総需要に占める産業部門の


















                                                   
(166) 2012年から 2013年における原子力発電所の稼働率は 75.5％から 82.3％であった。これは、
2012 年に原子力発電設備の部品の品質保証書が偽造されたことが発覚し、問題の部品の交換
をするために、原子力発電所をやむを得ず停止したことが主な原因である。これにより原子力
発電量は、2011 年には 154,723,107MWh であったのが、2012 年には 150,327,259MWh、














として設立された KEPCO は、2001 年 4 月 2 日に、持分 51％を除外した株を売却した。
もちろん電力産業の構造改編に関する議論は 1970 年代の後半からあったが、本格的に議論
し始まったのは 1990 年代初頭である。1994 年から 1996 年に渡る KEPCO による経営の
結果、KEPCO の民営化は徐々に推進したほうが良いという判断が下された。これにより民
営化の計画が立てられるようになった。1997 年から 1998 年まで委員会で基本的な方向に
ついて議論し、1998 年 7 月に政府が公企業の民営化方針を発表するようになった。これに
より政府は、1998 年 10 月までに電力産業の構造改編の基本的な計画を確定するため、イ






電力産業の改革は、基本案により、4 段階で進められた。第 1 段階（1999 年 1 月から 2001
年 4 月まで）は KEPCO による垂直統合独占であった。この期間に、導入が予定される変
動費反映市場（CBP：Cost Based Pool、以下 CBP）(169)の事前試験が行われた。第 2 段階
（2001 年 4 月から 2004 年 3 月まで）は、発電部門への競争導入の段階であった。2001 年
4 月 2 日、KEPCO は発電部門を 5 つの発電子会社(170)と 1 つの水力原子力発電子会社

















（KHNP: Korea Hydro & Nuclear Power Co.）の 6 社に分け、発送電分離を行った。この
段階で CBP が運用されるようになった。また同日、電力の取引を担当する韓国電力取引所
（KPX: Korea Power Exchange、以下 KPX）(171)も設置された。 
さらに、韓国電力委員会（KEC: Korea Electricity Commission、以下 KEC）が設立さ
れ、電力市場の運営や許可、監視、消費者利益の保護などを行った。現在の韓国の電力供給
システムは、図 4-1 に示される。発電は KEPCOの 6 社および独立発電事業者（Independent 















第 3 段階（2004 年から 2009 年まで）は、卸売競争の段階であった。KEPCO の配電部
門と小売会社が分離され、小売会社は地域フランチャイズを与えられた。取引は KEPCO と
                                                   
 





(172) IPP（Independent Power Producer:独立発電事業者）とは、発電だけを行って電力会社に
卸売り販売をする事業者をいう。現在、韓国では POSCO、GS パワー、GS EPS、SK ENS、




社）   
図 4-1 
 











KEPCO 発電 子会社（ 6 社） および   IPP （ 6 
卸電力 市場 ： KPX   
KEPCO   
電力 消費者   
（ 卸売）   
（発電 ）   
（ 送配電 ）  
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小売会社がそれぞれ供給と需要の入札を行う双方向の入札プール（TWBP: Two Way 
Bidding Pool）(173)を導入した。この段階で、競争を促進するため、配電会社に直接取引制
度を認めた。第 4 段階は 2009 年からの小売り競争の段階であった。この段階では地域フラ
ンチャイズを保有せず、最終消費者を獲得するためお互いに競い合うという計画であった。
表 4-1 は各段階別の発電所の構造改革方式である。具体的に各段階の電力市場構造をみる
と、第 1段階では KEPCOの独占が 100％であったが、第 2段階では送・配電部門を KEPCO
が需要独占し、発電部門は子会社間の寡占競争にする計画であった。第 3 段階では発電部
門と送電部門は子会社間の寡占競争とし、送電部門だけを KEPCO が供給独占する構造で

















                                                   








表 4-1 各段階別の発電所の構造改革方式 












































































































                                                   
(175) 金ヒョンジェ（2008）「電力産業の構造改編の推進現状と展望」『エネルギー経済研究』 



























                                                   



























この市場価格は、系統限界価格（SMP: System Marginal Price、以下 SMP）(178)とベー
ス負荷限界価格（BLMP: Based Load Marginal Price、以下 BLMP）(179)からなる限界価格
と CP で構成されている。限界価格（SMP/BLMP）は、各時間で供給される最も高いベー
                                                   

















CBP 市場では、前回決定した変動費に準じて、1 日 1 時間当たりの可能な発電量を入札











されたものも、BLMP がなくなり、ベース負荷上限価格（RMP）に変更し、その後 2008 年










                                                   
(180) Gyu Ho Wang（2008）“On the economic incentives of CBP market Korean electricity 































                                                   
(183) 電源別の発電差益の一定部分だけを精算支給し、KEPCO と子会社である発電会社の財務均
衡を図るためのものである。もし KEPCO が発電子会社に SMPで精算したとすると、KEPCO








給の指示をうけ、その代価で CP を支給する中央発電機だけに適用される。 
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表 4-2 電力市場の上限価格の効果の推定結果（2012 年） 
                                            （単位：ウォン/kWh） 
月 上限価格 
SMP 
上限価格          
適用の前(A) 
上限価格          
適用の後(B) 
変化（BA） 
1 月 198.98 147.01 147.01 0.00  
2 月 193.01 159.16 154.61 －4.55  
3 月 200.84 176.86 171.69 －5.17  
4 月 193.40 157.43 156.51 －0.92  
5 月 215.06 170.58 168.79 －1.79  
6 月 223.95 177.55 177.50 －0.05  
7 月 240.86 184.64 184.64 0.00  
8 月 219.35 160.35 160.19 －0.16  
9 月 206.44 133.21 133.21 0.00  
10 月 197.34 149.57 149.16 －0.41  
11 月 174.86 138.10 137.57 －0.53  
12 月 185.00 164.94 156.62 －8.32  




表 4-2 は、この制度を適用し、2012 年度のデータを用いて電力市場の上限価格の効果を
推定した結果である。上限価格を適用する前と適用した後では確かに価格差があった。上限
価格を適用の前（A）の平均 SMP は、159.95 ウォン/kWh であったが、上限価格を適用し
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表 4-3 電力取引量の推移（2007 年～2012 年） 
（単位：GWh） 
 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
KEPCOの    
発電子会社 
363,731 377,606 388,590 416,395 423,945 428,781 
94.2％ 93.3％ 93.6％ 91.5％ 88.9％ 87.7％ 
IPP 
22,456 27,106 26,578 38,701 53,036 60,414 
5.8％ 6.7％ 6.4％ 8.5％ 11.1％ 12.3％ 
合計 
386,187 404,712 415,168 455,096 476,981 489,195 






4-3 は 2007 年から 2012 年までの発電子会社と IPP の電力取引量の推移である。KEPCO
の発電子会社が占める電力取引量の割合は増えている状況であるが、全体的な割合からみ
ると、2007 年が 94.2％、2008 年が 93.3％、2009 年が 93.6％、2010 年が 91.5％、2011 年
が 88.9％、そして 2012 年が 87.7％と減少した反面、IPP が占める割合は 2007 年が 5.8％、
2008 年が 6.7％、2009 年が 6.4％、2010 年が 8.5％、2011 年が 11.1％、2012 年が 12.3％
と徐々に拡大している状況であり、2012 年の割合を 2007 年と比べると 2 倍以上拡大した
ことがわかる。こういったことからも IPP に有利な構造上の問題があるといえる。 
このような制度により IPP の非正常的な超過利益はなくなり、その分 KEPCO の赤字も
減ることとなるであろう。電力自由化による電力産業の構造改編は発電部門に新規参入を







2013 年の夏、韓国では連日猛暑が続き、8 月 21 日には電力需要が 7,698 万 kW に達し、




ら予測需要よりも実際の需要が 500 万 kW 以上上回り、需給不安が始まった。2012 年には
最大電力需要を 6,712 万 kW と予測したが、実際の需要は 7,429 万 kW と、予測値より 717
万 kW 多かった。このように需要の過少予測が原因で電力不足に至ったとされている。ま
た、電力需要の規模に比べ、電力設備の規模が追いついていないことも問題の一つといえる。 
表 4-4 は第 3 章で触れた 2002 年から 2011 年までの停電時間の推移である。これをみる
と停電時間が減少していることがわかる。これは毎年の SCADA システム(185)の増強や配電
システムの近代化などによるものである。2002 年は 19.7 分、2004 年は 18.9 分、2006 年




表 4-4 停電時間の推移 
年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
分 19.7 19.7 18.9 18.6 18.8 17.2 16.1 15.6 15.2 12.4 
出所：海外電力調査会（2014） 
 
 しかし、2011 年や 2013 年の停電の危機は、偽造部品の使用や電力需要予測が大きく外
れた事などが大きな原因であった。このように、安定的な電力供給が保障できない場合、そ
の被害は全国に及ぶ。2013 年 8 月 7 日付けの中央日報によると、政府は公共機関や大型建
物の冷房温度を制限し、開門冷房を取り締まるという大々的な節電キャンペーンを行った。
                                                   














は 3 年、有練炭発電所の場合は 5 年から 6 年、原子力発電所の場合は 8 年から 10 年以上が
かかるといわれているので、電力不足の発生に直ちに対処することができない。 
 
表 4-5 電源別の発電所の建設期間および投資金 
発電所 建設期間 投資金 
原子力（100 万 kW） 8 年～10 年 2 兆ウォン 
有練炭（50 万 kW） 5 年～6 年 5 千億ウォン 
ガスタービン複合（45 万 kW） 3 年 3 千億ウォン 
 出所：エネルギー経済研究院（2004） 
 









第 6 次電力需給基本計画（2013～2027）によると、第 3 次電力需給基本計画において決定
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された 2013 年の稼働予定の設備量 4,150MWが実際に稼働できず、発電所の建設の遅延あ
るいは廃止に至った。このような問題を解決するために、発電所の敷地の選定や住民の理解、
また計画の通り発電所の稼働ができるように、より一層慎重な計画を立てるべきである。 
表 4-6 は発電源別の故障実績を表わすものである。2010 年の発電機の故障の件数は、113
件で発電機数対比 35.3％、2011 年は 117 件で割合は 35.3％であったが、2012 年は故障の
件数が 196 件でその割合はなんと 58.7％と、かなり高い割合となった。 
 




























原子力 20 2 10.0 21 7 33.3 23 9 39.1 
石炭 51 27 52.9 51 19 37.3 51 29 56.9 
ガス 101 7 6.9 98 13 13.3 98 50 51.0 
水力 34 2 5.9 37 0 0.0 37 3 8.1 
油類 27 7 25.9 27 5 18.5 26 7 26.9 
小計 233 45 19.3 234 44 18.8 235 98 41.7 
IPP 
ガス 54 63 116.7 64 58 90.6 66 74 112.1 
水力 13 1 7.7 13 5 38.5 20 0 0.0 
油類 20 4 20.0 20 10 50.0 13 24 184.6 
小計 87 68 78.2 97 73 75.3 99 98 99.0 





とである。2012 年の故障率をみると、2010 年は発電子会社が 19.3％、IPP が 78.2％で、
2011 年は発電子会社が 18.8％、IPP が 75.3％、2012 年は発電子会社が 41.7％、IPP が





年の 3 年間では、合計 426 件の内、補修不良は 208 件もあった。次に多かった原因が、設
備欠陥で 155 件あった。故障件数は年ごとに増加しているようである。とりわけ 2012 年の
補修不良による故障はなんと 102 件で、その割合は 52％も占めている（表 4-7）。 
 
表 4-7 年度別発電機の故障要因 
（単位：件） 
区分  自然災害 設備欠陥 補修不良 外物接触 その他 合計 
2010 
発電子会社 1 26 17 0 1 45 
IPP 2 20 26 12 5 68 
小計 3 46 46 12 6 113 
2011 
発電子会社 0 11 31 0 2 44 
IPP 0 32 29 1 11 73 
小計 0 43 60 1 13 117 
2012 
発電子会社 0 29 55 2 12 98 
IPP 0 37 47 2 12 98 
小計 0 66 102 4 24 196 
合計 
発電子会社 1 66 103 2 15 187 
IPP 2 89 105 15 28 239 
小計 3 155 208 17 43 426 
出所：電力取引所『2012 年度電力設備の停止統計』 
 
2013 年度の電力設備の停止統計によると、2013 年度の月平均故障件数は 19.83 件であ
り、発電機の故障発生が多かったのは、6 月の 32 件、7 月 23 件、8 月の 24 件、11 月の 26
件、12 月の 25 件であった。このデータからみると、夏と冬に故障の発生が多かったことが
わかる。発電機の故障が月に関係しているかどうかを調べるため、表 4-8 の 2013 年度の月
別発電機の故障状況のデータを用い、適合度の検定を行った。その結果、𝑥0

















発電子会社 IPP 小計 
1 月 9 9 18 
2 月 7 12 19 
3 月 1 8 9 
4 月 9 9 18 
5 月 6 4 10 
6 月 18 14 32 
7 月 10 13 23 
8 月 12 12 24 
9 月 4 6 10 
10 月 6 18 24 
11 月 8 18 26 
12 月 15 10 25 













表 4-9 KEPCO 発電子会社の人員削減と人件費の節減（2009 年 3 月の資料） 
（単位：人、ウォン） 





























『発電分割の問題点と統合的な電力産業代案模索』、205 頁～206 頁。 
 
この問題は、電力自由化においては、電力産業の構造改編による雇用不安の問題が挙げら
れることにつながる。表 4-9 は 2009 年の KEPCO発電子会社の人員削減と人件費の削減に
関するものである。西武発電所は 10.6％、南東発電所は 11.1％、東西発電所は 11.0％、中
部発電所は 21.1％、南部発電所は 18.2％の人員削減を実施し、KEPCO 発電子会社全体で








                                                   
(186) KEPCO は、電力自由化のため、部署の統廃合と共に大々的な人員削減を行った。もちろん
人員削減は発電所にも及んだ。原子力の場合、6 組の 4 交代の体制から 5 組の 3 交代の体制








がはっきりとわかる。2011 年度基準の IPP と KEPCO の発電子会社の設備容量をみると、
IPP の 7,132MW と KEPCO の発電子会社の 42,803MW を比べた場合、KEPCO の発電子
会社の方が 6 倍も大きいことがわかる（表 4-10）。 
 
表 4-10 IPP と KEPCOの 5 つの発電子会社の設備容量 
                              （単位：MW） 
IPP KEPCOの発電子会社 
POSCO 3,000 中部 7,949 
GS POWER 924 南部 9,249 
GS EPS 1,106 南東 8,396 
MPC ユルチョン 587.4 東西 8,815 
MPC デサン 466 西武 8,404 
SK ENS 1,049   




年から 2012 年までの KEPCO および発電子会社と IPP の営業利益率の比較を示したもの
である。KEPCO の 2011 年の営業利益は－2 兆 9,938 億ウォンで、その営業利益率は－
6.9％であり、2012 年は－2 兆 6,929 億ウォンで－5.5％であった。つまり、損失が 2 兆 9,938
億ウォンと 2 兆 6,929 億ウォンの損失が出たということになる。それに対し、IPP の営業
利益率をみると、2011 年は 5,485 億ウォンで、その営業利益率は 12.5％、2012 年は 67,580
億ウォンでその営業利益率は 17.5％であった。営業利益の金額を比べれば、2012 年が 2011







表 4-11 KEPCOおよび発電子会社と IPP の営業利益率の比較（2011～2012 年） 
     （単位：億ウォン） 
 2011 年 2012 年 
 売上高 営業利益 営業利益率 売上高 営業利益 営業利益率 
KEPCO 432,149  29,938 －6.9％ 493,349 －26,929  －5.5％ 
発電子会社の合計 319,616 20,536 6.4％ 356,912 15,244 4.3％ 
南東発電 43,888 2,680 6.1％ 46,723 2,653 5.7％ 
南部発電 59,107 1,636 2.8％ 69,551 1,949 2.8％ 
東西発電 48,130 1,955 4.1％ 59,507 2,417 4.1％ 
西部発電 52,045 1,214 2.3％ 59,679 1,995 3.3％ 
中部発電 50,327 1,604 3.2％ 54,279 2,046 3.8％ 
水力原子力 66,119 11,447 17.3％ 67,173 4,184 6.2％ 
IPPの合計 44,032 5,485 12.5％ 67,580 11,796 17.5％ 
POSCO 19,176 1,406 7.3％ 28,567 2,732 9.6％ 
GS-EPS 8,366 864 10.3％ 11,129 1,142 10.3％ 
GS power 8274 1180 14.3％ 10773 1142 10.6％ 
SK E&S 3964 1568 39.6％ 11834 6253 52.8％ 

























2012 年における韓国の 1 人当たりの電力消費量は 9,752kWh で、2003 年の 6,654kWh
にくらべ、46％以上増加したことがわかる。また、フランスの 7,129 kWh、ドイツの 6,519 
kWh、英国の 5,194 kWh、イタリアの 5,160 kWh と比べても非常に高い値である（表 4-
12）。 
表 4-12 国家別 1 人当たりの電力消費量 
（kWh/人） 
区分 韓国 フランス 日本 ドイツ 英国 イタリア 
2003 6,654 7,247 6,545 6,362 5,821 5,204 
2004 7,029 7,388 6,787 6,447 5,810 5,234 
2005 7,397 7,380 6,922 6,478 5,820 5,286 
2006 7,647 7,257 6,970 6,551 5,825 5,387 
2007 8,067 7,024 7,206 6,579 5,773 5,372 
2008 8,339 7,182 7,006 6,603 5,710 5,332 
2009 8,479 7,020 6,739 5,844 5,349 4,982 
2010 8,479 7,561  6,226 5,412 5,124 
2011 9,514 7,020   5,194 5,176 
2012 9,752 7,129  6,519 5,194 5,160 




             表 4-13 国家別電力販売単価            （単位：US￠） 

















出所：「韓国と OECD主要国家間の電力料金水準の比較分析」『KEPCO経済経営研究院』、第 13-25 号、
10 頁。 
 
表 4-13 は国家別の電力販売単価である。韓国が 9.26（US￠）であるのに比べ、アメリカ
は 9.87（US￠）、イギリスは 14.36（US￠）、フランスは 12.98（US￠）、ドイツは 18.42
（US￠）、イタリアは 19.11（US￠）、そして日本は 21.66（US￠）であり、韓国が一番安
いことがわかる。その割合からみると、韓国はドイツやイタリア、日本の約 2 分の 1 であ
る。また、国家別電力料金（表 4-14）をみると、家庭部門の電力料金はドイツの 34.84（US￠）
と比べると 3 分の 1 の価格で、産業部門の電力料金もイタリアの 30.01（US￠）と比べる
と 3 分の 1 の価格で販売している。 
 
            表 4-14 国家別電力料金             （単位：US￠） 












































表 4-15 電力料金の原価回収率の推移         
年度 2008 2009 2010 2011 2012 




ウォン/kWh、教育部門が 114.15 ウォン/kWh、産業部門が 106.83 ウォン/kWh、農業部門




































本章は、第 1 節では韓国の現行の電力料金について述べ、第 2 節では電力需要の価格弾
力性に関する先行研究をまとめる。第 3 節では家庭部門を対象にし、電力需要モデルを用









使用されている。表 5-1 は、2013 年 1 月に改定された電力料金の内、家庭部門と産業部門
の電力料金を表す。 
 電力料金の構成は、まず家庭部門は、使用量に応じた基本料金と従量料金で構成されてお















表 5-1 韓国の電力料金 












2 101~200kWh 890 次 100kWh まで kWh 当たり 122.60 
3 201~300kWh 1,560 次 100kWh まで kWh 当たり 183.00 
4 301~400kWh 3,750 次 100kWh まで kWh 当たり 273.20 
5 401~500kWh 7,110 次 100kWh まで kWh 当たり 406.70 
6 500kWh 以上 12,600 次 100kWh まで kWh 当たり 690.80 
出所：KEPCO  
 
                                                   
(189) 従量料金は季節別に分かれている。夏季は 7 月 1 日から 8 月 31 日まで、冬季は 11 月 1 日   




23:00~09:00、通常時は夏季と春秋季が 09:00~11:00、12:00~13:00 および 17:00~23:00、冬季
は 10:00~12:00、17:00~20:00、22:00~23:00、ピーク時は夏季と春秋季節が 11:00~12:00、
13:00~17:00、冬季が 10:00~12:00、17:00~20:00、22:00~23:00 となっている。 
115 
 
②産業部門電力―甲 I （300kW未満の産業用需要家が対象、鉱業用需要家を含む） 
区分 基本料金 
従量料金（ウォン/kWh） 
夏季 春秋季 冬季 
低圧（220～380V） 5,550 81.0 59.2 79.3 
高圧 A 
（3.3～6.6kV） 
選択-I 6,490 89.6 65.9 89.5 
選択-II 7,470 84.8 61.3 83.0 
高圧 B
（154kV） 
選択-I 6,000 88.4 64.8 88.0 




③産業部門電力―甲 II（300～1,000kW 未満の産業用需要家が対象、鉱業用需要家を含む） 
区分 時間帯 基本料金 
従量料金（ウォン/kWh） 
夏季 春秋季 冬季 





60.5 60.5 67.9 
通常時 86.3 65.3 84.8 
ピーク時 119.8 84.5 114.2 
選択-II オフピーク時 
7,470 
55.6 55.6 63.0 
通常時 81.4 60.4 79.9 





57.3 57.3 64.5 
通常時 84.9 63.9 82.5 
ピーク時 118.7 82.7 111.2 
選択-II オフピーク時 
6,900 
52.8 52.8 60.0 
通常時 80.4 59.4 78.0 







区分 時間帯 基本料金 夏季従来料金 春秋季従来料金 冬季従来料金 






61.8 61.6 68.6 
通常時 114.5 84.1 114.7 




56.1 56.1 63.1 
通常時 109.0 78.6 109.2 




55.2 55.2 62.5 
通常時 108.4 77.3 108.6 






60.0 60.0 67.0 
通常時 112.3 82.3 112.3 




56.2 56.2 63.2 
通常時 108.5 78.5 108.5 




54.5 54.5 61.6 
通常時 106.8 76.9 106.8 






59.5 59.5 66.4 
通常時 112.4 82.4 112.0 




54.8 54.8 61.7 
通常時 107.7 77.7 107.3 




53.7 53.7 60.6 
通常時 106.6 76.6 106.2 













れる。柳（1996）は、最小二乗法（Ordinary Least Squares: OLS）モデル、正準共和分回
帰（Canonical Cointegrating Regression：CCR）モデル ( 191 )、自己回帰分布ラグ





れたのは、最小二乗法（Ordinary Least Squares: OLS）モデルであったが、時系列には定
常データと非定常データがある問題、言い換えれば単位根や共和分(194)を持つかどうかとい
                                                   








(192) Pesaran and Shin（1995）により提案された。経済変数間に何らかの長期の関係性を持つ 
時の分析手法として用いられる。 
 
(193) これを Random Walk というが、非定常時系列モデルはランダム・ウォーク過程（Random 
Walk Process）である。ほとんどの経済変数は非定常時系列であると言われている。 
 






う問題が発生する。そのため、説明変数が 2 変数の場合、最小二乗法（Ordinary Least 
Squares: OLS）モデルや CCR（Canonical Cointegrating Regression）モデルでは長期
の関係性におけるパラメータを明示することができず、因果関係の検定が行われていた。ま









∅(𝐿)𝑦𝑡 = 𝛼0 + 𝛼1𝑡 + 𝛽1(𝐿)𝑥1𝑡 + 𝛽2𝑥2𝑡 + 𝛽3𝑑1𝑡 + 𝛽4𝑑2𝑡 + 𝛽5𝑑3𝑡 + 𝑢𝑡 
∅(𝐿) = 1 − ∅1𝐿 − ∅2𝐿
2 − ∅3𝐿
3 
𝛽1(𝐿) = 𝛽0 + 𝛽1𝐿 
𝑦𝑡 = ln(電力需要) 
𝑥1𝑡 = ln(実質所得) 
𝑥2𝑡 = ln(実質電力価格) 







                                                   














表 5-2 価格弾力性の推定結果 （契約種別） 
推定方法 OLS CCR 
ARDL 
短期 長期 
家庭部門 0.07*  0.17*  0.025*  0.03* 
一般部門 
低圧  0.19  0.06* 0.33* 0.35* 
高圧 A  0.25  0.29 0.13* 0.32* 




低圧  0.79  0.64  0.22*  0.33* 
高圧 A  1.17  0.86*  0.08*  0.47* 
高圧 B  0.97  0.23* 0.43* 1.59* 
産業部門 
（乙） 
高圧 A（昼）  0.49  0.29 0.02* 0.05* 
高圧 A（夕方） 0.27* 0.20* 0.11* 0.18* 
高圧 A（夜） 0.44 0.26*  0.14*  0.77* 
産業部門 
（乙） 
高圧 B（昼）  0.67  0.46 0.09* 0.27* 
高圧 B（夕方）  0.08*  0.22*  0.12*  0.17* 




究院』、No.96-04、31 頁。 （*は統計量が有意水準 5％で有意となる） 
 
 
羅・徐（2000）は、最小二乗法（OLS）モデルや（ARDL）モデル、そして 1980 年 1 月



























                                                   
































































𝑙𝑛 𝑄𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1 𝑙𝑛 𝑃𝑡 + 𝛽2 𝑙𝑛 𝑌𝑡
+ 𝛽3 𝑙𝑛 𝐻𝐷𝐷𝑡 + 𝛽4 𝑙𝑛 𝐶𝐷𝐷𝑡 + 𝛽5 𝑙𝑛 𝑄𝑡−1                      (1) 
 
ここで、𝑄𝑡 は電力需要量、𝑃𝑡 は電力価格、𝑌𝑡 は民間最終消費支出、𝐻𝐷𝐷𝑡 は暖房度日、
𝐶𝐷𝐷𝑡 は冷房度日、𝑄𝑡−1 は前年度電力需要量、𝑡 は期間である。そして分析のためのデータ
は 1995 年から 2011 年の年次データである。暖房度日および冷房度日とは、それぞれ 18 度
を下回る日の平均気温と基準温度 18 度との差の合計値および 24 度を超える日の平均気温
と基準温度 24 度との差の合計値をそれぞれ指している。これは、気温状況に基づく冷暖房
機器の利用度合いを考慮した要素である。また、このモデルでは、短期の価格弾力性は 𝛽1、








                                                   









計量で系列相関の検定を行った(206)。表 5-3 に示されるように、ダービンの h 統計量は－
0.662 であり、系列相関があるという仮説は認められなかった。しかし、説明変数間に強い
相関関係、いわゆる多重共線性の問題が存在することがわかった。多重共線性の危険度を示
す VIF（分散拡大係数）を計算した結果、VIF が 10 以上になった説明変数は 𝑌𝑡（民間最終
消費支出）と 𝑄𝑡−1（前年度電力需要量）であった(207)。これらの説明変数が多重共線性の原
因と考えられる。本論文では、これらの説明変数は電力需要モデルにおいて重要な変数なの
で、説明変数から排除せずに、多重共線性の問題を解決する方法の一つである Hoerl and 
Kennard（1970）によるリッジ回帰法を利用した(208)。 
                                                   
(205) ダービン・ワトソン（Durbin-Watson: DW）の検定は誤差項の系列相関の有無を検定する 
ものであるが、問題点もある。それは多重共線戦の可能性が高いことである。誤差項に系列相
関があるにもかかわらず、データ数が増えるにつれて、DW は 2 に近づいてしまい、これに
より系列相関がないと判定されてしまうことである。この問題を解決するため、使うのがダー










2 : ?̂?5の分散（ラグつき内生変数の係数の分散の推定値） 
 
(206) ダービンのℎ統計量は近似的に標準正規分布 𝑁(0, 1) に従うので、有意水準を 5％とすれ
ば、ℎ < −1.96 のとき、負の自己相関がある。−1.96 < ℎ < 1.96 のとき、自己相関がない
という仮説が棄却できない。1.96 < ℎ のとき、正の自己相関がある。 
 

























                                                   
解は不安定となり求めることができない。そのため、リッジ回帰は、𝑋′𝑋 の対角要素に一定の
定数 k を加えて 






































それぞれ－0.262 と－0.851 であった。都市部の価格弾力性は全国よりも高い値を示している。 
      
          表 5-3 分析結果    
   推定値 𝑡値    
 定数項 0.887 1.303    
 電力価格（実質） －0.192 －2.362 *  
 民間最終消費支出（実質） 0.267 3.881 **  
 暖房度日 0.235 3.536 **  
 冷房度日 0.024 0.485    
 前年度電力需要量 0.691 12.012 **  
 自由度修正済 𝑅2 0.996     
 ダービンのℎ統計量 －0.662      











段階は月 100kWh の消費ごとに 6 段階に分かれており、表 5-4 に示されるように、第 1 段
階と第 6 段階の料金比率（累進比率）は 11.7 倍に及んでいる。 
 電力料金に累進制が導入されたのは、1973 年のオイルショックを経験した直後のことで
あった。その頃は累進比率が 3 段階で 1.6 倍に過ぎなかった。その後、累進比率は国際的な
石油価格や電力需給に影響され増減を繰り返した。1979 年の第 2 次オイルショックのとき
は累進制が 12 段階になり、第 1 段階と第 12 段階の累進比率は 19.7 倍にもなった。原子力
発電が台頭してきた 1980 年代には累進制は 4 段階になり累進比率は 4.2 倍と低くなった。
その後、電力需要が徐々に増加するにつれて累進制は 7 段階になり、2000 年には累進比率











韓国の累進比率は日本（1.14 倍）、米国（1.1 倍）、中国（1.5 倍）などの累進制を施行
する国と比較するとかなり高いことがわかる。使用量が少ない段階では料金はかなり安く、
使用量が増えるにつれて料金増加幅が急激に大きくなる。 
表 5-4  家庭部門の電力料金の累進制の変遷 
 1973 1974 1979 1988 1995 2000 2004～ 
累進 
段階数 
単一料金 3 段階 12 段階 4 段階 7 段階 7 段階 6 段階 
累進 
比率 





 全（2007）と尹（2011）は、累進制を 3 段階に減らし、電力料金の問題を改善する必要
があると指摘した。本来、累進制を導入した目的は、一般家庭では電気を節約しながら使う
ことを促し、低所得層に配慮することであった。そのため、累進制は現行の 6 段階になって







































2 101~200kWh 890 次 100kWh まで kWh 当たり 122.60 
3 201~300kWh 1,560 次 100kWh まで kWh 当たり 183.00 
4 301~400kWh 3,750 次 100kWh まで kWh 当たり 273.20 
5 401~500kWh 7,110 次 100kWh まで kWh 当たり 406.70 
6 500kWh 以上 12,600 次 100kWh まで kWh 当たり 690.80 
累進比率 ― 11.7 倍 
出所：KEPCO  （注：累進比率は 1 段階と最高段階の従量料金の比率を意味する） 
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表 5-6  家庭部門の累進段階別の販売状況（2012 年月平均） 
累進
段階 
使用電力量 世帯数 電力消費量 電力料金 販売単価 
ウォン/kWh kWh 千世帯 ％ GWh ％ 億ウォン ％ 
1 100kWh 以下 3,423 15.9 143 2.7   104 1.6 73.0 
2 101~200kWh 4,633 21.5 710 13.7    569 8.8 80.1 
3 201~300kWh 6,265 29.1 1,581 30.5 1,636 25.3 103.4 
4 301~400kWh 5,283 24.5 1,822 35.1 2,337 36.2 128.3 
5 401~500kWh 1,482 6.9 648 12.5 1,085 16.8 167.4 
6 500kWh 以上 460 2.1 283 5.5   733 11.3 259.0 
全世帯 21,546 100.0 5,187 100.0 6,464 100.0 124.6 
世帯別平均 ― ― 241kWh ― 30,000 ウォン ― 124.6 
出所：KEPCO 
 
ここで、まず表 5-5 に示される現行の電力料金を見ると、第 1 段階では基本料金 400 ウ 
ォンに従量料金 59.10 ウォンを加えて算出する。第 2 段階以降も同様に計算する。第 6 段
階では基本料金が 12,600 ウォン、従量料金が 690.80 ウォンとかなり高く、このため累進
比率が 11.7 倍となっている。 
実際に、表 5-6 に示される 2012 年の家庭部門の累進段階別の販売状況をみると、21,546
千世帯が 5,187GWh の電気を使用し、電力料金の総額は 6,464 億ウォンとなっている。世
帯当たりでは月平均 241kWh の電力を消費し、電力料金は約 3 万ウォンとなる。 
どの程度の料金引き上げで電力利用を抑制できるのだろうか。1 つの提案として、前述し
たように、現行の 6 段階から 3 段階の累進制に変更することを前提に、それぞれの区間を
200kWh ごとに分けた。ただし、第 3 段階は 400kWh 以上ということになる。累進制を 6
段階から 3 段階にすると、最も高い区間と安い区間の料金の違いが小さくなることから、
電気を多く使用する家庭の電力料金は安くなるが、使用量の少ない家庭ではより高い料金
を賦課されることになるといわれている。そこで、第 1 段階（現行第 1・2 段階）の料金の
値上げ率を比較的小さくし、世帯数の割合が 53.6％と最も多い第 2 段階（現行第 3・4 段
階）の料金の値上げ率を大きくするという政策を取ることにする。第 3 段階（現行第 5・6

















2012 年の家庭部門の電力消費量の削減目標を 5％、10％、15％の 3 つのケースに分けて
計算する。それぞれの削減目標を達成するためには、電力従量料金を 3 段階においてどの
程度値上げすべきかを考える。2012年のデータによると、第1段階の電力消費量は 853GWh
（16.4％）、第 2段階の電力消費量は 3,403GWh（65.6％）、第 3段階の電力消費量は 931GWh
（18.0％）であったので、第 2 段階が特に電力消費量が大きいことが分かる。前述したよう
に、一律にどの段階も電力従量料金の値上げ率を等しくせず、第 2 段階の電力料金を第 1 お
よび第 3 段階よりも高くした方が全体の電力需要の削減には効果的である。 
まず、新たな第 1 段階の基本料金および従量料金を現行の 6 段階の第 1 段階と第 2 段階
の電力消費量の比率を利用して加重平均することによって導いた(211)。新たな第 2 段階およ
び第 3 段階の基本料金と従量料金も同様に加重平均によって算出した。それらの基本料金
および従量料金は、それぞれ、第 1 段階が 808 ウォンおよび 112.0 ウォン、第 2 段階が








                                                   
(211) たとえば、3 段階の累進制の第 1 段階の基本料金および従量料金を算出してみる。まず現行
第 1 段階の電力需要量（143GWh）と現行第 2 段階の電力消費量（710GWh）の相対比率を
計算すると、143GWh（0.168）対 710GWh（0.832）になる。現行第 1 段階と現行第 2 段階
の基本料金はそれぞれ 400 ウォンと 890 ウォンであり、従量料金についてはそれぞれ 59.0 ウ
ォンと 122.0ウォンである。したがって、新たな第 1段階の基本料金は 400×0.168＋890×0.832
＝808 ウォンとなり、従量料金は 59.10×0.168＋122.60×0.832＝112.0 ウォンとなる。 
 









ース 1（5％削減）では第 1 段階で 121.8 ウォン、第 2 段階で 312.0 ウォン、第 3 段階で
540.2 ウォンに引き上げなければならないことになる。またケース 2（10％削減）では、第
1 段階で 131.6 ウォン、第 2 段階で 392.7 ウォン、第 3 段階で 587.2 ウォンに引き上げる必
要がある。そしてケース 3（15％削減）では、第 1 段階で 141.4 ウォン、第 2 段階で 473.4
ウォン、第 3 段階で 634.3 ウォンに引き上げなければならないという結果が出た。累進比
率はケース 1（5％削減）では 4.44 倍、ケース 2（10％削減）では 4.46 倍、ケース 3（15％























































表 5-7   電力料金のシミュレーションの結果  
  
（ケース 1:電力消費量 5％削減）     
ケース 1 電力従量料金 
実際の 
電力消費量 
電力消費量 5％削減（案） 料金上昇率 
電力従量料金
（案） 
5％削減 ウォン （1000MWh） （1000MWh） （％） （％） ウォン 
第 1 段階 112.0 853 838.67 1.680％ 8.75％ 121.8 
第 2 段階 231.3 3,403 3174.92 6.702％ 34.91％ 312.0 
第 3 段階 493.1 931 913.93 1.834％  9.55％ 540.2 
  合計 5,187 4927.52 5.00％ 累進比率  4.44  
 
（ケース 2:電力消費量 10％削減）  
ケース 2 電力従量料金 
実際の 
電力消費量 
電力消費量 10％削減(案) 料金上昇率 
電力従量料金
（案） 
10％削減 ウォン （1000MWh） （1000MWh） （％） （％） ウォン 
第 1 段階 112.0 853 824.35 3.358％ 17.49％ 131.6 
第 2 段階 231.3 3,403 2947.11 13.397％ 69.78％ 392.7 
第 3 段階 493.1 931 896.87 3.665％ 19.09％ 587.2 
  合計 5,187 4668.34 10.00％ 累進比率  4.46  
 
（ケース 3:電力消費量 15％削減）  
ケース 3 電力従量料金 
実際の 
電力消費量 
電力消費量 15％削減（案） 料金上昇率 
電力従量料金
（案） 
15％削減 ウォン （1000MWh） （1000MWh） （％） （％） ウォン 
第 1 段階 112.0 853 810.03 5.038％ 26.24％ 141.4 
第 2 段階 231.3 3,403 2719.04 20.099％ 104.68％ 473.4 
第 3 段階 493.1 931 879.81 5.499％ 28.64％ 634.3 























上位 5 企業 660,042 35,563 26,770 28,585 －1,815 －363 









で電力が提供されており、2011 年における電力料金は日本の電力料金の 3 分の 1 程度であ
った。 
主な先進国の電力消費は、2000 年代以降増加の勢いが鈍り、OECD 全体では 1％未満の


























金の節減額は 363 億ウォンである。その上位 5 企業がオフピーク時の時間帯に使用する電
力量の割合は 56.0％で、産業部門（乙）全体のオフピーク時の電力使用量 49.2％より高い。
これにより上位 5 企業は平均 363 億ウォンの電力料金を節減しており、オフピーク時の電
力使用量がより少ない企業は同一の金額を電力料金として支払っているということになる。
オフピーク時の平均電力販売単価が 61.8 ウォン/kWh である反面、平均購入単価は 81.8 ウ
ォン/kWh であり、KEPCO はオフピーク時の電力販売による損失 2.2 兆ウォンをピーク時
の電力販売収益で補填している。ピーク時の平均電力販売単価は 154.8 ウォン/kWh で、平
均購入単価 108.4 ウォン/kWh にくらべ、kWh 当たり 46.4 ウォン高いが、これはピーク時
の電力使用比率が高い企業が電力需要管理費用を負担していることを意味している。 
 
表 5-9 電力使用量上位 10 企業の平均販売単価の現状 
（ウォン/kWh） 















産業部門        
平均販売単価 
56.15 66.24 63.77 70.41 67.56 76.63 
出所：2011 年度知識経済委員会の国政調査資料姜国会議員事務室、『月刊電気』2011 年 10 月
号、https://www.energy.co.kr:455/atl/view.asp?a_id=5443 アクセス（2015 年 8 月 15
日） 
 




売単価が 66.24 ウォン/kWh であるが上位 10 企業の平均販売単価は 56.15 ウォン/kWh、
                                                   
(213) 『月刊電気』2011 年 10 月号、https://www.energy.co.kr:455/atl/view.asp?a_id=5443 ア 
 クセス（2015 年 8 月 15 日）。 
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2009 年度も平均販売単価 70.41 ウォン/kWh より安い 63.77 ウォン/kWh であり、2010 年
度も平均販売単価 76.63ウォン/kWhより安い 67.56ウォン/kWhであった。表 5-10は 2010
年電力使用量上位 10 企業の時間帯別の電力使用状況であるが、現代製鉄（株）唐津工場の
オフピーク時の電力使用は 2,330833 千 kWh である。これは通常時の 1,283,287 千 kWh、
ピーク時の 751,423 千 kWh と比べると、2～3 倍量である。オフピーク時の電力料金がピ
ーク時の料金の 3 分の 1 となっていることから考えると、一番安い料金で多くの電力を使
用していることとなる。また、現代製鉄（株）濟物浦支店のオフピーク時の電力使用は
2,078,788 千 kWh である。これは通常時の 236,654 千 kWh、ピーク時の 138,140 千 kWh






表 5-10 2010 年電力使用量上位 10 企業の時間帯別の電力使用状況 
（単位：千 kWh） 
区分 オフピーク時 通常時 ピーク時 
現代製鉄  唐津工場 2,330,833 1,283,287 751,423 
POSCO   浦項支店 2,262,371 1,003,938 582,446 
韓州      蔚山支店 1,587,778 930,807 546,750 
LG ディスプレー 坡州支店 1,418,788 677,393 360,578 
現代製鉄   濟物浦支店 2,078,788 236,654 138,140 
POSCO    光陽支店 1,053,259 628,463 359,012 
三星電子   龍仁支店 1,010,318 600,592 353,102 
SK Hynix  利川支店 960,410 579,117 322,300 
三星電子   牙山支店 916,658 541,397 316,936 
三星電子   西水原支店 1,296,760 764,126 450,549 
合計 14,915,963 7,245,774 4,181,236 
出所：2011 年度知識経済委員会の国政調査資料姜国会議員事務室『月刊電気』2011 年 10 月
号、https://www.energy.co.kr:455/atl/view.asp?a_id=5443 アクセス（2015 年 8 月 15 日）。 
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31,622 12.3％ 30,484 12.7％ 96.4 
産業部門
（乙） 
226,480 87.7％ 209,114 87.3％ 92.3 




I、II、そして契約電力 300kW 以上の顧客に適用する産業部門（乙）の 3 つの料金体系があ
る。表 5-11 は、2012 年度の産業部門の電力使用の現状であるが、契約電力 300kW 以上の
需要者が産業部分の全体電力使用量（258,102GWh）の 87.7％（226,480GWh）を占めてい
る。その販売単価も産業部門（甲）より安い 92.3 ウォン/kWh となっている。このように
安い電力料金が大量の電力消費を促すこととなったのであり、電力消費を抑制するために
も、この電力体系に歯止めをかける必要があると考えられる。 
表 5-12 産業部門の電力料金の一部の比較 
区分 時間帯 
夏季の従量料金（ウォン/kWh） 
産業部門（甲 II） 産業部門（乙） 
高圧 A            
（3.3～6.6kV） 
選択-I 
オフピーク時 60.5 61.8 
通常時 86.3 114.5 
ピーク時 119.8 196.6 
出所：KEPCO（注：表 5-12 は表 5-1 の韓国の電力料金の一部を抜粋したものであり、   
産業部門の電力料金について詳細な内容は表 5-1 を参照すること） 
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表 5-12 は産業部門の電力料金の一部の比較であるが、高圧 A の夏季の選択 I のオフピー
ク時(214)の従量料金 61.8 ウォンはピーク時の従量料金 196.6 ウォンの 3 分の 1 以下の価格
で、極端に安いことがわかる。また、契約電力 4kW 以上 300kW 未満の顧客に適用する産
業部門（甲）II の夏季のオフピーク時の従量料金が 60.5 ウォンであるのに対して、ピーク





















基準では、第 1 位は現代製鉄で、電力消費量が 10,771GWh、電力料金は 9,781 億ウォンで
ある。この金額は、この企業の 2013 年の売上 12 兆 8,142 億ウォンの 7.6％の割合しか至
らなかった。第 2 位は POSCO で、電力消費量は 10,511GWh、電力料金は 9,036 億ウォ
                                                   
(214) 夏季のオフピーク時は 23：00～09：00 である。 
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ン、年間売上の 1.5％占めているだけであった。第 3 位の三星電子は、電力消費量が
9,392GWh、電力料金が 8,660 億ウォンで、この金額は年間売上 228 兆 4,200 億ウォンの
なんと 0.4％にしか及ばなかった。第 4 位は同じ系列会社である三星ディスプレーで、電力
消費量は 6,962GWh、電力料金は 6,289 億ウォンで、売上 29 兆 4,787 億ウォンの 2.1％で













1 位 現代製鉄 10,771  9,781 12 兆 8,142 7.6％ 
2 位 POSCO 10,511 9,036  61 兆 8,647 1.5％ 
3 位 三星電子 9,392 8,660 228 兆 4,200 0.4％ 
4 位 三星ディスプレー 6,962 6,289  29 兆 4,787  2.1％ 
5 位 LG ディスプレー 6,280 5,702  27 兆 330  2.1％ 




はなんと 2,091 億ウォンであった。第 2 位は三星電子で 2,056 億ウォン、第 3 位は POSCO
の 2,055 億ウォン、第 4 位は三星ディスプレーの 1,775 億ウォン、第 5 位は SK Hynix の













1 現代製鉄 2,091 
2 三星電子 2,056 
3 POSCO 2,055 
4 三星ディスプレー 1,775 
5 SK Hynix 1,263 
6 LG ディスプレー 1,170 




かし、韓国の場合は、2010 年が 4.9％、2011 年が 4.7％、2012 年が 5.1％、2013 年が 4.6％、
2014 年は 4.3％に過ぎなかった（表 5-15）。 
 
表 5-15 自家発電所の状況 
区分 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
発電設備容量
（MW） 






































庭部門の電力料金制度である累進制を 6 段階から 3 段階へと大幅に減らす必要がある。シ
ミュレーションの結果、家族が 1 人から 2 人程度の世帯はある程度多く電力を使っても 1























 本稿では、「韓国の電力産業について」の題名の下に研究が行われた。本論は第 1 章から
第 5 章までで構成されている。 
第 1 章では、韓国に電力が最初に導入された 1880 年代から現代までの韓国の電力産業の

































































政府は 1995 年 11 月に「民間資本発電事業・基本計画」を発表した。この計画に従い、2001



















































































量をどのくらい減らしたほうが良いかについて、シナリオ A とシナリオ B を提案し、続い




シナリオ B では石炭発電量を 20％、シナリオ C では石炭発電量を 20％、原子力発電量を
10％、シナリオ D では石炭発電量を 20％、原子力発電量を 20％に設定した。これらによ
り削減された発電量は LNG へと移行させることを提案した。4 つのシナリオにより、増加
すべき LNG 量を算出してみた結果、シナリオ A の場合は 18,241 千トン、シナリオ B は
14,480 千トン、シナリオ C は 18,504 千トン、シナリオ Dは 20,187 千トンとなった。いず
れの場合も、大量の LNG が必要となる。 
このように、大量の LNG が必要となった場合、LNG 価格はどうなるのかについて分析
してみた。一般的に LNG 価格は原油価格を 5 ヵ月程度の遅れを持って反映すると言われて
いる。ここで、実際に原油価格と LNG価格がどのように連動するかを分析してみた。原油
価格と LNG 価格を指数化し、相関関係を分析した。結果として、同じ時点である tの相関
係数は 0.92348 であるが、原油価格を 3 ヵ月遅らせて反映した t3 の値は 0.987326 で一番
高いことから相関関係が高いことがわかった。一般的に言われている 5 ヵ月遅れの t5 の
値は 0.950114 となり、t3 より低い値となった。この分析から実際に原油価格が LNG 価





過去 3 年間の毎月の原油価格と LNG 価格の変動係数を分析した結果、原油価格の変動係数










































えないので、ダービンの ℎ 統計量で系列相関の検定を行った。その結果、ダービンの ℎ 統
計量は－0.662 であり、系列相関があるという仮説は認められなかった。しかし、説明変数
間に強い相関関係、いわゆる多重共線性の問題が存在することがわかった。多重共線性の問























ためには、家庭部門の電力料金制度である累進制を 6 段階から 3 段階へと大幅に減らす必
要があると考え、シミュレーションを行った。2012 年の家庭用電力消費量の削減目標を 5％、
10％、15％の 3 つのケースに分けて計算した。それぞれの削減目標を達成するためには、
電力従量料金を 3 段階においてどの程度値上げすべきかを考えた。2012 年のデータによる
と、第 1 段階の電力消費量は 853GWh（16.4％）、第 2 段階は 3,403GWh（65.6％）、第 3
段階は 931GWh（18.0％）であったので、第 2 段階が特に電力消費量が大きいことが分か
った。したがってすべての段階の電力従量料金の値上げ率を一律せず、第 2 段階の電気料
金を第 1 段階および第 3 段階よりも高くした方が全体の電力需要の削減には効果的である
と判断した。 
シミュレーションの結果は、電力従量料金を、ケース 1（5％削減）では第 1 段階で 121.8
ウォン、第 2 段階で 312.0 ウォン、第 3 段階で 540.2 ウォンに引き上げなければならない
ことになる。またケース 2（10％削減）では、第 1 段階で 131.6 ウォン、第 2 段階で 392.7
ウォン、第 3 段階で 587.2 ウォンに引き上げる必要がある。そしてケース 3（15％削減）で
は、第 1 段階で 141.4 ウォン、第 2 段階で 473.4 ウォン、第 3 段階で 634.3 ウォンに引き




その結果、家族が 1～2 人程度の世帯は余裕をもって電気を使っても 1 人当たり安い電力










（OLS）モデルに基づいて分析した場合の価格弾力性は－0.86 から 0.26 の範囲であった












I、契約電力 300kW 以上 1000kW 未満の顧客に適用する産業部門（甲）II、そして契約電
力 1000kW以上の顧客に適用する産業部門（乙）の 2 つの料金体系がある。高圧 A の夏季
の選択 I のオフピーク時の従量料金はピーク時の 3 分の 1 以下の価格で、極端に安い価格
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